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2.4  最新技術等や沖縄特有の状況等を考慮した場合の概算事業費の精査 

最新技術等（土木構造物、車両、軌道、電気設備等）や沖縄特有の状況等を考慮した場合の概算事

業費の精査、交通システムとして、架線式蓄電池電車や水素燃料電池電車、次世代型バス輸送シス

テムの開発状況等を把握するなど、最新技術等について調査検討を行った。 
 

 鉄軌道技術を構成する各種要素技術の動向把握 

鉄軌道の各種要素技術の進歩は、海外も含めると目覚しいものであり、とりわけＡＩ技術や自動

運転技術は年々進歩している。鉄軌道を整備するに当たり、コスト縮減を図っている事例を収集す

るなど、更なるコスト縮減方策に関する検討を行った。 
鉄軌道技術を構成する各種要素技術について、イニシャルコスト及びランニングコストの縮減、

環境保全の観点から整理を行った。 
 

表 鉄軌道技術を構成する各種要素技術の動向把握 

各種要素 区 分 技術動向 
イニシャル 

コスト 
ランニング 

コスト 
環境保全 

土木・建築 

高架橋・橋りょう 

ハイブリッド駅構造（土木・建築一体構造）、地中梁省略
高架構造（地中梁を省力したラーメン高架橋）、背割式高
架構造（高架橋の橋脚を背中合わせに配置したラーメン
高架橋）、プレキャスト型枠工法（工場で製作された埋設
型枠を使用した工法）、ＰＣＵ桁式高架構造等 

○ ○ ○ 

盛 土 
気泡モルタル盛土工法、ＲＲＲ工法（補強盛土工法）、Ｈ
ＥＰ&ＪＥＳ工法（High Speed Element Pull & Jointed 
Element Structure）等 

○ ○ ○ 

トンネル 
ＳＥＮＳ工法（シールド工法とＮＡＴＭ（山岳トンネル工
法）の利点を併せ持つ工法）、シールド切り開き工法、矩
形シールド工法、都市ＮＡＴＭ工法等 

○  ○ 

建 築 
ハイブリッド駅構造（土木・建築一体構造）、ＺＥＢ（Net 
Zero Energy Building）、膜屋根工法、吊り免振工法、杭
柱アジャストジョイント工法、Ｊ－ＤＡＩＡ工法等 

 ○ ○ 

軌 道 － 

弾性直結軌道（コンクリートスラブに弾性材（ゴムなど）
を介して直結した軌道）、フローティングラダー軌道（レ
ールと枕木を梯子状に配置した軌道）、ＣＢＭ（状態基準
保全）等 

 ○ ○ 

電気・機械 

電灯・電力 

インテグレート架線、回生電力蓄電装置（電車から制動中
に戻される電力を蓄えるシステム）、回生インバータ装置
（電車から制動中に戻される電力を交流電力に変換する
システム）、ＬＥＤ照明、太陽光発電装置、ＣＢＭ（状態
基準保全）等 

 ○ ○ 

信号保安・通信 
ＡＴＯ（自動運転制御装置）、ＣＢＴＣ（無線式列車制御
システム）、デジタル列車無線、ＣＢＭ（状態基準保全）、
５Ｇ、ＡＩ／ＩｏＴ等 

○ ○ ○ 

バリアフリー 
・安全対策 

ホームドア、可動式ホーム柵、回生電力活用エレベータ、
人感センサー付エスカレータ、遠隔監視システム、ＡＩ／
ＩｏＴ等 

 ○ ○ 

車 両 － 

普通鉄道の規格化、スマート・リニアメトロ、高速ＡＧＴ、
ＨＳＳＴ（磁気浮上方式）、粘着駆動方式小型鉄道、最新
型高速鉄道（200km/h 以上）、架線式蓄電池電車、水素燃
料電池電車、ハイブリッド電車（ディーゼル発電・電気モ
ーター駆動）、次世代型バス輸送システム、ＣＢＭ（状態
基準保全）等 

○ ○ ○ 

〇：コスト縮減又は環境保全に寄与するもの 

注）各種要素技術は現時点においても多用されている従来技術も含む。 

 

 



第２章 コスト縮減方策等の調査検討 
2.4 最新技術等や沖縄特有の状況等を考慮した場合の概算事業費の精査 

2-96 

 

 架線式蓄電池電車の可能性検討 

(1) 最新技術車両の導入事例の整理 

鉄軌道を非電化で整備することによって、電化路線に比べてトンネルが小さくなり、土木工事費

が縮減できるだけでなく、電車線設備や変電設備等の電気設備の低減にもつながる。このため、非

電化路線で導入された最新技術車両の導入事例について整理を行った。 

 

1) 架線式蓄電池電車 

車両の床下に蓄電池を搭載した架線式蓄電池電車の概要を以下に示す。国内ではＪＲ九州及び

ＪＲ東日本で導入されている。 

表 架線式蓄電池電車の概要 

項 目 ＪＲ九州・ＢＥＣ819系※１（ＤＥＮＣＨＡ） 

車両写真 

 

設計最高速度 120km/h 

航続距離 90km（最大） 

電気方式 交流 20,000V 

編成定員 264人（２両編成） 

運行路線 

ＪＲ筑豊本線・若松線 若松・折尾間【非電化区間：10.8km】 

ＪＲ筑豊本線・篠栗線 折尾・桂川・博多間【電化区間】 

ＪＲ香椎線 西戸崎駅・宇美間【非電化区間：25.4km】 

運行開始 平成 28 年 10月 

架線式蓄電池電車 

の特長 

■走行概要 

○交流電化区間 

・ 従来の電車と同じように電車線からの交流電力で走行 

・ 走行及び停車中に電車線からの交流電力を変換して蓄電池に充電 

○非電化区間 

・ パンタグラフを下げて、蓄電池のみの電力で走行 

・ ブレーキ時に回生エネルギーを蓄電池に充電 

 
図 架線式蓄電池電車の走行イメージ  

新製車両数 18編成 36両 

車両費 約 53億円（11編成） 

※１ ＢＥＣ819 系：Battery Electric Car の略で、811 系、813 系、815 系、817 系に続く型式として 819 系としている。 

電車線

変換装置

蓄電池

ＪＲ折尾駅 ＪＲ若松駅

パンタグラフ

変換装置

蓄電池

交流電化区間 非電化区間

パンタグラフ
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2) ハイブリッド電車 

蓄電池搭載型のディーゼルエレクトリック車両（ハイブリッド電車）の概要を以下に示す。な

お、在来線車両ではＪＲ大村線等（ＪＲ九州）でＹＣ１系※２が導入されており、特急車両ではＪ

Ｒ高山線等（ＪＲ東海）でＨＣ85系※３が導入されている。その概要を以下に示す。 

 

表 ハイブリッド電車の概要（その１） 

項 目 ＪＲ九州・ＹＣ１系※２ 

車両写真 

 

設計最高速度 110km/h 

編成定員・編成両数 232人（座席 76 人）２両編成 

運行路線 長崎・佐世保間（ＪＲ長崎本線・大村線・佐世保線） 

運行開始 令和２年３月 

ハイブリッド電車 

の特長 

■ 環境負荷の低減 

・ ブレーキ時に発生する回生電力を蓄電池に充電させエネルギーの有効活用

（キハ 66・67 気動車※４と比較して燃料消費量約 20％低減） 

・ エンジン駆動からエンジン発電式モーター駆動に置換えることで、二酸化炭

素等の排出量や騒音を低減 

 

■ 安全・安定輸送の追及 

・ 蓄電池のアシストによる効率的な走行性能を実現 

・ 気動車※４に使用していた回転機器等の機械部品減少かつ、電車部品の活用に

よる気動車※４特有の不具合を低減 

（出典：ＪＲ九州ニュースリリース、平成 30年１月 26日） 
https://www.jrkyushu.co.jp/news/__icsFiles/afieldfile/2018/01/26/180126_001821_1.pdf 

 
図 ハイブリッド電車の仕組み  

新製車両数 20両（２両６編成・単車８両） 

車両費 約 59億円 
※２ ＹＣ１：ＹＣは Yasashikute Chikaramochi（やさしくて力持ち）の略で、最初（1 番目）の型式を示している。 

※３ ＨＣ85 系：ＨＣは Hybrid Car の略で、旧型車のキハ 85 系の後継車であることから 85 系となっている。 

※４ 内燃機関を動力源として用い自力で走行する車両のこと。 

 

車両制御装置
コンバータ・インバータ

蓄電池

発
電
機

ディーゼルエンジン

主電動機
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表 ハイブリッド電車の概要（その２） 

項 目 ＪＲ東海・ＨＣ85系※３ 

車両写真 

 

設計最高速度 120km/h 

編成定員 210人（56人＋50人＋68人＋36人） 

運行路線 特急ひだ（ＪＲ高山線他）・特急南紀（ＪＲ紀勢線他） 

運行開始 令和４年７月 

ハイブリッド電車 

の特長 

■安全性の向上 

・ エンジンで発電した電力と蓄電池に貯めた電力を組み合わせ、電動機で走

行することにより、気動車※４特有の推進軸等の回転部品が不要となり、安

全性が向上 

 

■快適性の向上 

・ 気動車※４特有の変速機によるギアチェンジが解消されることにより、乗り

心地が向上・エンジンを１両あたり２台から１台に削減するとともに、駅

停車時のアイドリングストップを導入することにより、車内・車外の静粛

性や乗り心地が向上 

 

■環境負荷の低減 

・ ブレーキ時に電動機によって電力を発生させる回生ブレーキを導入し、そ

の回生ブレーキで発生した電力を蓄電池に充電し、加速時や停車時に使用 

・ 必要出力に応じて燃費の良いエンジン回転数を使い分ける制御の改善等、

試験走行で得られた知見を活用⇒ 約 35％の燃費向上 

・ 燃費向上に加え、エンジンの給気圧力・温度等に応じて燃料噴射量等をき

め細かく調整する制御を導入 

・ 排出する CO2を約 30％、NOXを約 40％削減するなど、排出ガスを減少 
出典：東海旅客鉄道株式会社ホームページ ハイブリッド方式の次期特急車両「HC85 系」

量産車の新製について）https://jr-central.co.jp/news/release/_pdf/000040930.pdf 

 

■バイオディーゼル燃料での走行試験を令和４年２月より開始 

・ 試験で用いられたのは、バイオマス由来の原料から製造されたユーグレナ

社の燃料で軽油と同じ分子構造を持ち、同等の燃料特性を実現できるだけ

でなく、既存の車両のエンジンに手を加えなくとも使用できる。 

 

新製車両数 64両（令和４年度～令和５年度）※別途、試験走行車（４両）改造する。 

車両費 約 310億円（車両製作費、試験走行車改造費、付帯工事費を含む） 

※３ ＨＣ85 系：ＨＣは Hybrid Car の略で、旧型車のキハ 85 系の後継車であることから 85 系となっている。 

※４ 内燃機関を動力源として用い自力で走行する車両のこと。 
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3) 水素燃料電池電車 

水素燃料電池及び蓄電池を搭載した水素燃料電池電車の概要を以下に示す。なお、国内ではＪ

Ｒ東日本が日立製作所及びトヨタ自動車と共同開発し、ＪＲ鶴見線や南武線尻手支線、南武線（尻

手・武蔵中原間）で試験走行が行われている。日立製作所は車体製造や艤装等を担当し、トヨタ

自動車は水素燃料電池や水素タンクを共有している。また、海外におけるドイツの導入事例を次

頁に示す。 

表 水素燃料電池電車の概要（その１） 

項 目 ＪＲ東日本・日立・トヨタ ＦＶ－Ｅ991系※５（ＨＹＢＡＲＩ） 

車両写真 

 

設計最高速度 100km/h 

編成定員 140km（最大） 

運行路線 ＪＲ鶴見線・南武線尻手支線、南武線（尻手・武蔵中原間） 

運行開始 令和４年３月 23日 

水素燃料電池電車 

の特長 

■車両諸元 

 
 

 
図 水素燃料電池電車の仕組み 

新製車両数 ２両１編成（試験車両） 

車両費 約 40億円（試験費用込み） 
※５ ＦＶ-Ｅ991 系：ＦＶは Fuel cell Vehicle の略で、ＥはＪＲ東日本、900 番台は試験車両を示している。 

車両制御装置
コンバータ・インバータ

主回路用蓄電池

水素燃料電池装置

主電動機

水素貯蔵タンク

水素

酸素

水
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表 水素燃料電池電車の概要（その２） 

項 目 アルストム コラディア・リント 

車両写真 

 

設計最高速度 140km/h 

編成定員 1,000km（最大） 

運行路線 
ドイツ・北部ニーダーザクセン州 

ブクステフーデ-ブレーマーフェルデ-ブレーマーハーフェン-クックスハーフェン（約 124km） 

運行開始 平成 30 年９月 

水素燃料電池電車 

の特長 

 
 

 
図 水素燃料電池電車の仕組み 

出典：Alstom 社（フランス）ＰＲ資料 

新製車両数 14編成（令和４年完了） 

車両費 約 8,100 万ユーロ（約 133億円 ※１ユーロ=164円） 



第２章 コスト縮減方策等の調査検討 
2.4 最新技術等や沖縄特有の状況等を考慮した場合の概算事業費の精査 

2-101 

 

(2) 架線式蓄電池電車の可能性検討 

前章において、架線式蓄電池電車、ハイブリッド電車及び水素燃料電池電車について、導入事例

や車両仕様等の整理を行ったが、現在検討中の沖縄本島の鉄軌道路線は地下トンネル区間を有して

いるため、車両や地下駅、地下トンネル等において相応の火災対策が求められる。 

ハイブリッド電車は、可燃性燃料として軽油を積載しており、かつ発電時にディーゼルエンジン

から排気ガスが発生する。また、水素燃料電池電車は、水素燃料の漏洩及び引火爆発の危険性があ

るため、地下トンネル内への導入は困難であると考えられる。 

このため、今年度においては、架線式蓄電池電車を想定して、その可能性について検討を行うも

のとした。 

 

1) 架線式蓄電池電車の検討条件 

①． 車両諸元 

架線式蓄電池電車の車両諸元を以下のとおり想定した。 

表 車両諸元（架線式蓄電池電車と普通鉄道の比較） 

項 目 架線式蓄電池電車 普通鉄道（架線給電式電車） 

参考車両 

ＪＲ九州・ＢＥＣ819系 ＴＸ・2000 系 

  

最高速度 120km/h 130km/h 

起動加速度 
電化区間：2.6 km/h/s 

非電化区間：1.5 km/h/s 
3.0 km/h/s 

電気方式 
電化区間：交流 20,000V 

非電化区間：直流 1,600V 

交流電化区間：交流 20,000V 

直流電化区間：直流 1,500V 

ＭＴ比率 １Ｍ１Ｔ 
（Ｍ：モーター駆動車 Ｔ：付随車） 

４Ｍ２Ｔ 
（Ｍ：モーター駆動車 Ｔ：付随車） 

主電動機 交流モーター（誘導電動機） 交流モーター（誘導電動機） 

主電動機出力 95kW×４（２両編成） 190kW×16（６両編成） 

制御装置 
ＶＶＶＦインバータ制御 

Variable voltage variable frequency 
control（可変電圧可変周波数制御） 

ＶＶＶＦインバータ制御 
Variable voltage variable frequency 
control（可変電圧可変周波数制御） 

航続距離 
電化区間：無制限 

非電化区間：90km 

電化区間：無制限 

非電化区間：走行不可能 

蓄電池 
マンガン酸リチウムイオン電池 

定格容量 384kWh 

－ 

蓄電池走行の想定 

蓄電池走行約 20kmで、蓄電池の容

量約 30％を消費（放電）すると想

定、架線式給電走行約 10 分で約

30％消費分を充電 

また、蓄電池走行の目安は 30km 以

内と想定 

－ 
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参考として、架線式蓄電池電車に搭載する蓄電池に使用するリチウムイオン電池について、そ

の種類ごとの比較を以下に示す。 

ＪＲ九州・ＢＥＣ819 系（ＤＥＮＣＨＡ）は、マンガン酸リチウムイオン電池を搭載しているが、

安全性や寿命特性、調達価格など課題が多く残されている。 

近年、中国製ＥＶには、安全性や寿命特性が高く、レアメタルを使用せず割安なリン酸鉄リチ

ウムイオン電池が搭載されており、欧州製や米国製のＥＶにおいても近々搭載予定である。 

 

表 リチウムイオン電池の比較 

項 目 リン酸鉄リチウム チタン酸リチウム 三元系リチウム 

使用部材 
正極 リン酸リチウム マンガン酸リチウム 

コバルト、マンガン、ニッ

ケルを含むリチウム 

負極 カーボン系 チタン酸リチウム カーボン系 

公称電圧 3.2Ｖ 2.4Ｖ 3.7Ｖ 

特 徴 
 高安全・長寿命タイプ  高安全・長寿命タイプ  高電圧・高エネルギー密

度タイプ 

放電特性 

 ＳＯＣ（State Of 

Charge）が 0％と 100％

付近で急激に電圧低下 

 容量低下、電圧ともにな

だらかに低下 

 容量低下、電圧ともにな

だらかに低下 

メリット 

 安全性、寿命特性が高い 

 自己放電率が低い 

 レアメタルを使用しない 

 原材料価格が安い 

 環境にやさしい 

 安全性、寿命特性が高い  高容量化、作動電圧、寿

命特性など性能のバラン

スがよい 

デメリット 

 作動電圧、エネルギー密

度が低い 

 作動電圧、エネルギー密

度が低い 

 ガスが発生しやすい 

 過充電や外部からの強い

衝撃がかかると、ショー

トが起こり、熱暴走、発

火、破裂のリスクがある 

備 考 

 特に中国製のＥＶに多く

搭載されている 

 米テスラや独メルセデス

ベンツも近々搭載予定 

 トヨタ自動車や日産自動

車においても搭載予定 

  ＪＲ九州・ＢＥＣ819系

（ＤＥＮＣＨＡ）はマン

ガン酸リチウムイオン電

池を搭載 

 日本製のＥＶに搭載され

ている 

 スマホやノートＰＣはコ

バルト酸リチウムイオン

電池が主流 
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②． 架線式蓄電池電車の非電化区間におけるトンネル区間の標準断面の設定 

普通鉄道（架線式電車）及び架線式蓄電池電車の非電化区間におけるトンネル区間の標準断面

図を以下に示す。架線式蓄電池電車の非電化区間は、架線（電車線）が不要であり、その分建築

限界が小さくなるため、普通鉄道（架線式電車）よりシールドトンネルでは複線、単線ともに外

径が小さくなり、山岳トンネルでは単線で断面積が小さくなった。 

 

普通鉄道（架線式電車）   架線式蓄電池電車（非電化区間） 

 

図 複線シールドトンネル区間の標準断面図 

 

 
普通鉄道（架線式電車）      架線式蓄電池電車（非電化区間） 

 
図 単線シールドトンネル区間の標準断面図 

 
表  シールドトンネルの規模（普通鉄道と架線式蓄電池電車の比較） 

項 目 普通鉄道（架線式電車） 架線式蓄電池電車(非電化区間) 

シールドトンネル 

外 径 
複線：10.0m 

単線：7.0m 

複線：9.5m 

単線：6.2m 

断面積 
複線：78.5 ㎡ 

単線：38.5 ㎡ 

複線：70.9 ㎡ 

単線：30.2 ㎡ 
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普通鉄道（架線式電車）   架線式蓄電池電車（非電化区間） 

 
図 複線山岳トンネル区間の標準断面図 

 

普通鉄道（架線式電車）   架線式蓄電池電車（非電化区間） 

 

図 単線山岳トンネル区間の標準断面図 

 

 

写真 非電化区間の単線山岳トンネル（ＪＲ男鹿線） 

 

表 山岳トンネルの規模（普通鉄道と架線式蓄電池電車の比較） 

項 目 普通鉄道（架線式電車） 架線式蓄電池電車(非電化区間) 

山岳トンネル 

幅 員 
複線：9.2m 

単線：6.0m 

複線：9.2m 

単線：5.6m 

断面積 
複線：63.3 ㎡ 

単線：35.7 ㎡ 

複線：63.3 ㎡ 

単線：31.5 ㎡ 
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2) 架線式蓄電池電車の電化区間及び非電化区間の設定 

架線式蓄電池電車の非電化区間における航続距離や運行区間、畜電池の消費量（放電量）、急

速充電装置による充電性能、電化区間における充電性能等を踏まえて、電化区間及び非電化区間

を設定した。 

なお、架線式蓄電池電車の折り返しや長時間留置する駅（糸満市役所、うるま具志川、名護、

那覇空港）では、フル充電できるように急速充電装置を設置するものとした。 

架線式蓄電池電車を導入しているＪＲ男鹿線（ＪＲ東日本）の終端駅となるＪＲ男鹿駅では、

急速充電装置が設置されており、当駅に設置されている風力発電設備で発電した電力（再生可能

エネルギー）は、当駅施設や架線式蓄電池電車（一部）に供給されている。 

 

   

写真 急速充電装置（ＪＲ男鹿駅） 

 

  

写真 急速充電装置に電力を供給する変電設備及び風力発電設備（ＪＲ男鹿駅） 
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糸満市役所発名護行下り快速列車をイメージすると、糸満市役所では急速充電装置によりフル

充電が完了しており、糸満市役所を出発後、普天間飛行場までの非電化区間は蓄電池で走行する。

普天間飛行場からコザ十字路までの電化区間は架線からの給電によって走行、同時に充電を行う。

コザ十字路から恩納までの非電化区間は蓄電池で走行し、恩納から喜瀬までの電化区間は架線か

らの給電によって走行、同時に充電を行う。喜瀬から名護までの非電化区間は蓄電池で走行し、

終点の名護に到着する。 

 

 

図 架線式蓄電池電車の走行イメージ 

 

表 電化区間及び非電化区間の設定 

線名 駅 名 区間延長 
所要時間 
（快速） 

電化・非電化 電気設備の対応 

本線 

糸満市役所 － － 電化 急速充電装置設置 
糸満市役所・普天間飛行場間 約 21.7km 約 25分 非電化  
普天間飛行場・コザ十字路間 約 10.7km 約 10分 電化 電車線・変電設備設置 
コザ十字路・うるま具志川間 約 5.8km 約 5分 非電化  
うるま具志川 － － 電化 急速充電装置設置 
うるま具志川・恩納間 約 18.4km 約 18分 非電化  
恩納・喜瀬間 約 10.8km 約 10分 電化 電車線・変電設備設置 
喜瀬・名護間 約 8.3km 約 9分 非電化  
名護 － － 電化 急速充電装置設置 

空港 
接続線 

旭橋・那覇空港間 約 3.9km 約 4分 非電化  
那覇空港 － － 電化 急速充電装置設置 

 

参考までに、ＪＲ奥羽本線は電化されているため架線走行、ＪＲ男鹿線は非電化のため蓄電池

走行となり、車内モニターでは、以下の写真のように表示される。 

 

  

架線走行時（ＪＲ奥羽本線）          蓄電池走行時（ＪＲ男鹿線） 

写真 架線式蓄電池電車の車内モニター 

電車線

変換装置

蓄電池

パンタグラフ

変換装置

蓄電池

電化区間 非電化区間

パンタグラフ
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3) 運行ダイヤの検討 

架線式蓄電池電車の糸満市役所～名護の所要時間は、快速で約 78 分となり、基本パターン（普

通鉄道・部分単線案）の約 74分と比較して約４分増加した。 

 

 

図 運行ダイヤ（架線式蓄電池電車） 

 

4) 概算事業費の算出 

架線式蓄電池電車の概算事業費は、約 7,780 億円となり、基本ケース（普通鉄道・部分単線案）

の約 8,290億円と比較して、約 510億円（約 6.1％）低減した。 

 

表 概算事業費（普通鉄道と架線式蓄電池電車の比較） 

検討番号 交通システム 

ケース（検討ルート） 
単線・ 

複線 

路線延長 

（営業キロ） 

駅 数 

概算事業費 

（令和５年度価格） 

【増減割合】 
ケース名 検討区間 

中南部 

導入空間 

中部 

経由地 

北部 

経由地 

検討①-参 

R2-01 単 
普通鉄道 ケース２ 

糸満市役所～名護 

＋空港接続線 
国道 330号 

宜野湾市 

うるま市 
恩納村 部分単線 

79.48km 

26 駅 
約 8,290億円 

検討⑨ 

R2-04 
架線式畜電池電車 ケース２ 

糸満市役所～名護 

＋空港接続線 
国道 330号 

宜野湾市 

うるま市 
恩納村 部分単線 

79.48km 

26 駅 

約 7,780億円 

【－6.1％】 

注）概算事業費は、消費税及び建設利息を含まない。また、10 億円単位で端数処理したため、増減割合の計算には用いていない。 
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図 ルート検討図（沖縄本島中南部地域）（架線式蓄電池電車） 

出典：基盤地図情報（国土地理院）https://www.gsi.go.jp/kiban/index.html を加工して作成 
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図 ルート検討図（沖縄本島北部地域）（架線式蓄電池電車） 

出典：基盤地図情報（国土地理院）https://www.gsi.go.jp/kiban/index.html を加工して作成 
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5) 今後の検討課題 

架線式蓄電池電車の可能性について、現在運用されている車両性能等に基づいて検討を行った

が、特に中南部地域においては急勾配区間が複数あるため、現在の蓄電池の性能では、電車の停

車時や下り急こう配区間の制動時における回生電力を蓄電池に貯めたとしても、電力容量の面で

厳しい側面がある。一方で、蓄電池については、国内外で熾烈な開発競争が繰り広げられており、

これまで主流であったリチウムイオン電池から全固体電池へとシフトしていくものと考えられる。

近い将来に全固体電池が量産化される予定であり、その性能によっては全線非電化とすることも

視野に入れて引き続き検討を行っていく必要がある。なお、トヨタ自動車は令和９～10年を目標

に、全固体電池を搭載する電気自動車（ＥＶ）を市販化する予定である。 

 

【参考】全固体電池の開発競争 

全固体電池とは、電解液がなく正極と負極の間に電解質セパレーター層（従来のセパレーター

とは異なり、固体電解質がセパレーターの役割を果たす）のみがある電池のことをいう。しかし、

現時点で量産技術が一部のみしか確立されておらず、本格的に使用されるまでには至っていない。 

近年、電気自動車（ＥＶ）の普及とともに、その安全性が注目され、自動車メーカーや電機メ

ーカーの間で研究開発が盛んに行われており、特に電気自動車の普及に向けては、現行の電池で

は航続距離や充電時間に課題があるため、全固体電池への期待度は大きく、実用化に向けて開発

が進められている。 

全固体電池の構成に関しては、リチウムイオン電池と類似しており、正極にコバルト酸リチウ

ムが、負極に黒鉛等の炭素が使用されていることが多く、大きな違いとしては、リチウムイオン

電池が電解液を使用するのに対して、全固体電池が電解液を使用しない点が挙げられる。 

 

     

図 全固体電池の仕組み         図 リチウムイオン電池の仕組み 

 

 

表 全固体電池のメリット・デメリット 

メリット デメリット 

 安全性が高い 

 超急速充電が可能 

 高エネルギー密度 

 作動温度範囲が広い 

 設計の自由度が高い 

 劣化しにくい 

 液漏れが起こらない 

 電極と電解質の界面抵抗が大きい 

＜界面抵抗について＞ 

 リチウムイオン電池と比べて、全

固体電池では固体電解質のため、

電極間のリチウムイオンの移動抵

抗が高く、電池として出力を上げ

にくい 
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 次世代型バス輸送システムの検討 

令和４年度調査において検討した次世代型バス輸送システムについて、新たなモデルルートの

検討や実用化に当たっての最新技術動向の整理、法令・制度の確立状況等の調査検討を行った。 

 

(1) 新たなモデルルートの検討 

令和４年度調査では、次世代型バス輸送システムについて、コスト縮減、輸送力、速達性、定

時性の確保等の実現可能性を検討した。想定ルートは、広幅員道路である国道 58 号（ケース８）

に高架構造で導入することを前提として、読谷村を経由する幹線骨格代替軸を基本とした。また、

沖縄市やうるま市方面、那覇空港方面については、フィーダー軸と位置付け、一般道の路面走行

とし、幹線骨格代替軸から直通運転を行うものとした。 

ただし、想定ルートはこれに限られるものではなく、鉄軌道系交通システムで検討してきた他

のルートについても検討の余地が残されている。また、導入の前提としている、磁気誘導や GNSS

※１等による 100km/h 以上の隊列自動走行が実現していないといった技術面の課題がある。 

今年度調査においては、技術的課題の少ない支線軸に焦点を当てるものとし、そのうち、需要

量が比較的見込める沖縄本島中南部地域の支線②（旭橋～マリンタウン）、支線③（旭橋～東風

平）、支線④（普天間飛行場～嘉手納）について検討を行った。なお、支線①（名護～沖縄美ら海

水族館）については、沖縄北部テーマパークを経由するルートが望ましいが、その付近に片側２

車線以上の広幅員道路がないことから、今年度は検討対象外とした。 
 

※１ GNSS（衛星測位システムの総称）から受信する信号を利用して RTK 測位（相対測位）を行うことで高精度測位を 

実現する技術 

 

図 モデルルート（幹線骨格軸・幹線骨格代替軸・支線軸） 
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図 モデルルート（次世代型バス輸送システム） 
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次世代型バス輸送システムのモデルルートについては、コスト抑制の観点から路面走行を前提

とし、類似事例である名古屋市の基幹バスの基幹１号系統（以下、東郊線と称す）を参考とした。 

導入空間については、片側２車線以上の区間は東郊線と同様に第１走行車線にバス専用レーン

（路側走行方式）を設置するものとした。なお、基幹バス２号系統（出来町線）では道路の中央

を走行する方式を採用しているため、比較的大規模な道路改修が必要となったことから、今年度

は東郊線の事例を参考とした。 

運行するバスの車種は、輸送力確保や運行効率性等の観点から連節バス（ＥＶ）とし、ピーク

時の運行本数及び表定速度は、東郊線並みのサービス水準を想定した。また、公共車両優先シス

テム（ＰＴＰＳ：Public Transportation Priority System）を設置し、定時性、速達性を確保す

るとともに、自動運転が可能なシステムを搭載し、将来的には無人自動運転を行うものとする。 

概算事業費は、支線②が約 160 億円、支線③が約 150 億円、支線④が約 160 億円となり、キロ

当たりの概算事業費は、約 14億円/km～約 15億円/kmとなった。 

 

表 次世代型バス輸送システムのモデルルートの検討概要 

諸 元 支線② 支線③ 支線④ 
整備区間 旭橋～マリンタウン 旭橋～東風平 普天間飛行場～嘉手納 
路線延長 約 10.50km 約 9.88km 約 11.80km 
停留所数 16箇所 13箇所 16箇所 
平均停留所間隔 約 0.70km 約 0.82km 約 0.79km 
バス専用レーン延長 約 10.50km 約 9.48km 約 11.80km 
バスの車種 連節バス（ＥＶ） 連節バス（ＥＶ） 連節バス（ＥＶ） 
バス乗車定員 130人/台 130人/台 130人/台 
ピーク時運行本数 12本/時 12本/時 12本/時 
ピーク時輸送力 1,560人/時 1,560人/時 1,560人/時 
ピーク時表定速度 14km/時 14km/時 14km/時 
ピーク時片道所要時間 約 45分 約 43分 約 51分 
バス車両所要台数 22台 22台 約 25台 
概算事業費 
（キロ当たり） 

約 160億円 
（約 15 億円/km） 

約 150億円 
（約 15億円/km） 

約 160億円 
（約 14億円/km） 

注）概算事業費は、消費税及び建設利息を含まない。自動運転システムを含む。 

 

 

図 バス専用レーン区間の標準断面（支線②：国道 507 号・国道 329 号） 

導入後 

現 況 
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 図 バス専用レーン区間の標準断面（支線③：国道 507 号（津嘉山バイパス）） 

 

 

図 バス専用レーン区間の標準断面（支線④：国道 58 号（砂辺付近）） 

 

今年度調査では、比較的需要量が見込める３つの支線軸を対象に、次世代型バス輸送システム

の導入について検討を行った。コスト抑制の観点から路面走行を前提とし、第１走行車線にバス

専用レーンを設置し、定時性、速達性を確保する計画とした。一方で、片側 1 車線ずつ車線が減

少するため、朝夕ピーク時の道路混雑がさらに増大する可能性がある。 

他方、令和５年８月下旬に、宇都宮市でライトライン（ＬＲＴ路線）が開業したが、朝夕ピー

ク時の道路混雑は開業以前と変わらない状況である。これまでマイカーで通勤していた沿線企業

の従業員が、企業の働きかけや協力によって、ＬＲＴ通勤に切り替わった（モーダルシフト）た

めであると言われている。このような成功例があることから、道路混雑を抑制するソフト施策も

併せて実施する必要がある。 

導入後 

現 況 

導入後 

現 況 
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図 次世代型バス輸送システムのモデルルート（支線②・支線③・支線④） 

出典：基盤地図情報（国土地理院）https://www.gsi.go.jp/kiban/index.html を加工して作成 

支線③ 

支線② 

支線④ 
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(2) 実用化に当たっての最新技術動向の整理 

1) 東広島市・ＪＲ西日本など 

東広島市とＪＲ西日本などは、令和５年 11月上旬から令和６年２月上旬まで、自動運転・隊列

走行ＢＲＴの実証実験をＪＲ西条駅・広島大学東広島キャンパス間で実施した。実証実験の目的

は、ＢＲＴや自動運転・隊列走行技術の社会実装に向けた課題の検証・洗い出しを行うこと、東

広島市民等にＢＲＴや自動運転・隊列走行等の新技術に関心を持ってもらうことの２点である。 

また、実証実験は、『国土交通省地域公共交通確保維持改善事業（自動運転実証調査事業）』及

び『国土交通省自動運転実証調査事業と連携した路車協調システム実証実験』の予算を活用して

実施された。実証実験の実施概要は以下のとおりである。 

 

表 実証実験の実施概要（その１） 

項 目 内 容 

技術面 

 連節バス、大型バスによる自動運転 

 RTK-GNSS※1を使用した自己位置推定 

 ACC※2による一般車が混在する中での走行 

 信号連携は実施せず、手動介入によって交差点では安全確保 

 ２台の自動運転バス車両による隊列走行 

 LTE 回線による車車間通信 

 CACC※3による車間距離制御 

 自動運転レベル２※4 

 先頭車、後続車共にテストドライバーが乗車 

 実験項目は将来のレベル４※5認可取得を目指した内容 

 路車協調システムによる発車支援 

 車載センサの死角を路側センサが補完 

 発車時の安全性向上を検証 

 速度 40km/h（ブールバール※6の制限速度は 50km/h） 
※1 GNSS（衛星測位システムの総称）から受信する信号を利用して RTK測位（相対測位）を行うことで 

高精度測位を実現する技術 

※2 Adaptive Cruise Control の略、車両前方に取り付けたセンサで前方を走行する車両との車間距離を 

保って走行する技術 

※3 Cooperative Adaptive Cruise Controlの略、車車間通信する車両が相互に情報をやりとりする 

ことでより精密な車間距離制御を行って走行する技術 

※4 ドライバーが運転操作の主体であり、システムがアクセル・ブレーキ操作およびハンドル操作の両方 

を部分的に実行 

※5 一定の条件下でシステムが全ての運転操作および作動継続が困難な場合への対応を実行 

※6 多車線で歩道も広く、街路樹などがある広幅員道路 

経営面  実装時に求められる車両、地上設備の概略検討 

社会受容性面 
 イベントを通じたアンケート調査 

 試乗会を通じたアンケート調査 

実験車両 

 連節バス 

 

 大型バス 

 

定員 103 名（座席 37 名） 定員 32 名 

全長 17.99m 全長 11.27m 

全幅 2.49m 全幅 2.49m 

全高 3.26m 全高 3.21m 
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表 実証実験の実施概要（その２） 

項 目 内 容 

自動運転装置 
 

①  LiDAR センサ 前方対象物の距離および形状を識別するための機器 

②  ステレオカメラ 前方対象物の距離、形状、及び、白線を識別するためのカメラ 

③  遠赤外線カメラ 前方対象物が発する遠赤外線を検知・認識するためのカメラ 

④  GNSS アンテナ 衛星測位のために、みちびき等の衛星信号を受信するためのアンテナ 

⑤  LTE アンテナ LTE 回線を送受信するためのアンテナ 

ルート 

 走行経路 1 周約 12km（うち、自動運転区間約 ６km） 

A) 自動運転区間 中央公園前バス停（市役所側）→池ノ上学生宿舎前バス停 3.2km 

B) 手動運転区間 池ノ上学生宿舎前バス停→大学会館前バス停 2.0km 

C) 手動運転区間 大学会館前バス停→池ノ上学生宿舎前 2.8km 

D) 自動運転区間 池ノ上学生宿舎前→中央公園前バス停（くらら側）3.2km 

E) 手動運転区間 中央公園前バス停（くらら側）→中央公園前バス停（市役所側）0.6km 

 隊列走行区間 

・ 池ノ上学生宿舎前→中央公園前バス停（くらら側）に向かう自動運転区間の中におい

て、池ノ上学生宿舎前→御薗宇ランプ交差点 1.5km の範囲内において実施 

・ 連節バスが先頭車、大型バスが後続車で走行 

・ 車間距離は 15m を基本として、準備走行での状況も踏まえて調整 

 

 

図 実証実験ルート 

出典：自動運転・隊列走行 BRT 東広島市での実証実験開始と内容詳細について（東広島市・ＪＲ西日本）より引用

して作成 https://www.westjr.co.jp/press/article/2023/11/page_23776.html 
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【実証実験試乗会】 

令和６年 1 月中旬から２月上旬まで、一般市民や業界関係者等に試乗会が開催された。試乗会

に参加して得られた情報や所感を以下に示すが、社会実装に向けて技術的な課題が多いことが分

かった。 

 

 公道での連節バスの自動運転（レベル２）は全国初、連接バスと大型バスの隊列組成も全国初

である。 

 交通信号の現示は認識しているが 100％でないため、信号のある交差点では運転手がブレーキ

ペダルで踏んで停止する。 

 陸橋がある区間は、GNSSの電波が弱いため、手動運転に切り替える。 

 自動運転でのバス停留所での正着性は、事前に座標値を設定しており、手動運転の場合と変わ

らない印象である。 

 隊列走行※１の方は、隊列組成※２に時間はあまりかからない（走りながらの組成も可能）。40km/h

走行時で車間 20ｍは維持できていた。 
 

※１ バスが一定の間隔を保ち、隊列になって走行すること。 

※２ バスを隊列に組成（ソフト連結）すること。 

 停留所などで停止している場合に、後続車（一般車）が走行区域に入ると、道路に設置したセ

ンサー（一部のみ）で感知して運転手に赤ランプで知らせる実証実験も今回実施している。青

ランプならば発車可能である。 

 今回は路肩駐車を回避する仕組みでないため、仮に、路肩駐車があった場合は運転手が手動で

回避する。 

 自動運転区間の交差点直前で、信号現示が青色から黄色に変わったため、運転手が急ブレーキ

をかけていた。 

 積雪時は、信号現示の認識やスリップ等の課題があり、降雪の場合には実証実験は中止となる。 

 

   

写真 前方から見た隊列走行の様子       写真 後方から見た隊列走行の様子 
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2) 日田彦山線ＢＲＴ（ＪＲ九州） 

沖縄鉄軌道の幹線骨格軸（幹線骨格代替軸）の中間駅や終端駅からのフィーダー交通の参考と

して、ＢＲＴの最新事例に加え、鉄道とＢＲＴのホーム上での乗り換えを実現した、ＪＲ九州の

日田彦山
ひ た ひ こ さ ん

線
せ ん

ＢＲＴの整備事例について整理を行った。 

かつては鉄道路線であったＪＲ日田彦山線は、平成 29年７月の九州北部豪雨の影響で、添田～

夜明の約 30kmが不通となった。その後、その復旧に向けてＪＲ九州や沿線自治体等で長期間にわ

たり協議が行われ、その結果、ＢＲＴでの復旧が決まり、同区間は日田彦山線ＢＲＴ『ひこぼし

ライン』として、令和５年８月下旬に復旧し、日田市中心部まで乗り入れるようになった。日田

彦山線ＢＲＴは路線延長が約 40kmあり、そのうち、鉄道線路を活用したＢＲＴ専用道区間は、彦

山停留所～宝珠山停留所の約 14kmであり、残存の線路を撤去し道路舗装を行ってＢＲＴ専用道を

整備した。 

鉄道当時と比べて駅（停留所）の数は３倍となり、便数は通勤通学の時間帯を中心に約 1.5 倍

に増えた。日田彦山線ＢＲＴの路線概要を以下に示す。 

 

表 日田彦山線ＢＲＴの路線概要 

項 目 内 容 
ＢＲＴ運行区間 ＪＲ添田駅（停留所）～ＪＲ夜明駅（停留所）～ＪＲ日田駅（停留所） 
ＢＲＴ路線延長 約 40km 
専用道区間 彦山停留所～宝珠山停留所 
専用道延長 約 14km 
停留所数 36箇所 
運行本数 全区間運行：10往復/日 区間運行：上下合計 12本/日 ※令和６年３月 16 日改正 

路線図 

 

 

図 日田彦山線ＢＲＴ路線図 

バス保有台数 ８台（小型電気バス４台、中型ディーゼルバス３台、燃料電池バス１台） 
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鉄道線の終端駅となるＪＲ添田駅では、鉄道とＢＲＴのホーム上で乗り換えられるように配慮

されており、乗換え動線がわかりやすく案内されている。また、ＪＲ添田駅付近にある営業所は、

バス保有台数が８台と少ないため、非常にコンパクトにデザインされている。 

 

  

写真 ＪＲ後藤寺線添田駅・日田彦山線ＢＲＴ停留所 

 

  

写真 日田彦山線ＢＲＴ営業所         写真 彦山停留所 

 
また、環境に配慮して、小型電気バスの他に水素燃料電池バスも導入されている。さらに、利便性促

進の観点から主要な停留所については、運行案内表示装置が設置されており、ＢＲＴの現在位置などの

運行状況が表示されている。 

 

   

  写真 燃料電池バス             写真 ＢＲＴ運行案内表示 
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3) 横浜市西部地域の新たな交通の整備 

横浜市西部地域（緑区、瀬谷区、泉区）は、南北を縦貫する環状４号線が整備されているが、公

共交通機関は脆弱であり、路線バスがその役割を担っている。その区間の概ね中間部には、旧上

瀬谷通信施設地区があり、現在、土地区画整理事業が行われており、その開発にあわせて交通渋

滞が懸念されている。このため、横浜市は次世代技術（自動運転・隊列走行）を活用したバスに

よる新たな輸送システムの導入を目指して調査・検討を進めており、令和６年度に基本設計を実

施することになっている。 

瀬谷・上瀬谷間において、道路混雑の影響を受けないバス専用の道路を整備し、連節バスが最

大３台で隊列走行することで、運転手の省人化を図るとともに、多くの来街者を円滑に輸送する

システムを目指している。 

横浜市が公表した計画では、（仮称）瀬谷ターミナルと（仮称）上瀬谷ターミナル間を結び、バ

ス専用道は概ね地下構造となっており、環状４号線の道路下をシールドトンネルで整備する予定

である。 

バスによる新たな輸送システムの整備は、2030年代前半の供用開始を目指しており、現時点で

の総事業費は約 466 億円を想定しており、社会資本整備総合交付金等（国費）の充当を検討して

いる。 

 

 

 

出典：本市西部地域における交通ネットワークの構築について（報告）横浜市都市整備局（令和６年２月 13 日） 

https://www.city.yokohama.lg.jp/shikai/kiroku/katsudo/r5/JohninKentodoR05.files/J-KTD-20240213-tb-32.pdf 

図 バスによる新たな輸送システム・路線のイメージ  
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(3) 法令・制度の確立状況等の調査 

 令和４年度調査では、次世代型バス輸送システムの機能（特徴）の一つとして、高架専用道の

検討を行っているが、現状の法令や基準等を満たすためには、高速道路並みの幅員や構造等が必

要になることが明らかとなった。また、導入の前提となる磁気誘導による 100km/h 以上の隊列自

動走行が実現していないといった技術面の課題の他、これらが実現していないことにより、法令

面・制度面において不確定な部分があることが明らかとなった。 

高架専用道などの道路構造、自動運転、信号保安システム等、技術的な課題解決に向けての法

令面・制度面の見直しについては、具体的な案件をもとに今後検討がなされていくものと考えら

れるため、本年度調査では、自動運転全般に焦点を当て、現時点における自動運転に関わる法令

や制度、基準等の確立状況について調査し整理を行った。 

 

1) 自動運転のレベル分け 

自動運転のレベルは以下に示すように、レベル１～レベル５まで定義されている。レベル１は

ドライバーの運転支援（システムが前後・左右のいずれかの車両制御を実施）、レベル２は特定

条件下での自動運転機能（レベル１の組み合わせ）、または特定条件下での自動運転機能（高機

能化）、レベル３は条件付自動運転、レベル４は特定条件下における完全自動運転（特定条件下

においてシステムが全ての運転タスクを実施）、レベル５は完全自動運転（常にシステムが全て

の運転タスクを実施）である。 

 

 

図 自動運転のレベル分けについて 

出典：自動運転のレベル分けについて（国土交通省）を引用して作成 

https://www.mlit.go.jp/common/001226541.pdf 
  

シ
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ム
に
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る
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視

レベル１

レベル２

レベル３

レベル４

レベル５

○運転支援 システムが前後・左右いすれかの車両制御を実施

【例】自動で止まる 前の車について走る 車線からはみ出さない

○特定条件下での自動運転機能（レベル１の組み合わせ）
【例】車線を維持しながら前の車に付いて走る

○特定条件下での自動運転機能（高性能化）
【例】高速道路での自動運転モード機能

①遅いクルマがいれば自動で追い越す
②高速道路の分合流を自動で行う

○条件付自動運転
システムがすべての運転タスクを実施するが、システムの介入要求等に

対してドライバーが適切に対応することが必要

○特定条件下における完全自動運転
特定条件においてシステムが全ての運転タスクを実施

○完全自動運転
常にシステムが全ての運転タスクを実施

高速道路等一定条件下での
自動運転モード機能を有す
る「自動パイロット」
(2020年目途)

限定地域での自動運転移
動サービス(2020年まで)

高速道路での完全自動運転
(2025年目途)
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2) 法令・制度・基準上の取り扱い 

①． 道路交通法の一部改正 

A． 令和２年４月改正 

これまで道路交通法では、人が運転することを前提に安全運転の義務が定められており、自動

運転システムで自動車を走行させる際の規定がなかった。このため、自動運転の自動車が公道を

安全に走行できるようにするため、令和２年４月に道路交通法が一部改正された。道路交通法の

一部改正の主なポイントは、以下の３点である。 

 

（1）自動運行装置による走行も「運転」と定義 

（2）自動運行装置を使う運転者の義務 

（3）作動状態記録装置による記録を義務付け 

 

（1）自動運行装置による走行も「運転」と定義 

 「自動運行装置」とは、自動運転システムのことで、これまで運転者が担っていた認知、

予測、判断、操作の全てを代替できる機能を持ち、その作動状態を記録する装置を備えた

ものである。この自動運行装置を使い、公道を走行することも「運転」と決められた。こ

の定義が追加されたことで、レベル３の自動運転ができるようになった。 

 

（2）自動運行装置を使う運転者の義務 

 自動運転中に、車種ごとに定められている条件から外れてシステムから警報が鳴るなどし

た場合は、直ちに運転者は通常の運転に戻らなければならない。そのため、直ちに通常の

運転に戻れないと考えられる飲酒や居眠りは認められていない。 

 万が一、自動運転中に事故・違反があったとしても、必ずしも運転者が免責されるとは限

らない。 

 

（3）作動状態記録装置による記録を義務付け 

 車両の保有者等は自動運行装置の作動状態を記録し保存することが義務付けられた。これ

は、万が一、道路交通法令に反する動きをしたことなどを現場の警察官が認めた場合に自

動運行装置が作動中か否かを確認することで、交通の危険の防止などに役立てられる。ま

た、警察官から記録の提示を求められた場合には、この記録を提示する必要がある。 

 

B． 令和５年４月改正 

令和５年４月に道路交通法が一部改正され、自動運転レベル４（高度運転自動化）が解禁され

た。ただ、この法改正におけるレベル４の解禁は、自家用自動車（バス含む）のレベル４ではな

く、自動運転車を使ったレベル４の移動サービスの社会実装を見越したものであり、こうした移

動サービスを都道府県公安委員会の許可によって展開できるようになった。特定自動運行に係る

許可制度の概要を以下に示す。 
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出典：特定自動運行に係る許可制度の創設について（警察庁） 

https://www.npa.go.jp/bureau/traffic/selfdriving/L4-summary.pdf 
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②． 道路運送車両法の一部改正 

道路運送車両法も道路交通法と同様に、令和２年４月に一部改正され、保安基準の対象装置※に

「自動運行装置」が追加された。 

自動運行装置は、「プログラムにより自動的に自動車を運行させるために必要な、自動車の運

行時の状態及び周囲の状況を検知するためのセンサー並びに当該センサーから送信された情報を

処理するための電子計算機及びプログラムを主たる構成要素とする装置」であり、「運転者の操

縦に係る認知、予測、判断及び操作に係る能力の全部を代替する機能を有し、かつ、当該機能の

作動状態の確認に必要な情報を記録するための装置を備えるもの」と規定された。 

※保安基準の対象装置：走行装置や操縦装置、かじ取り装置等の車両を構成する多種多様な装置をいう。 

 

 

 

 
出典：自動運行装置の保安基準の概要（国土交通省自動車局） 

https://www.npa.go.jp/bureau/traffic/council/jidounten/R03nendo/2021dai1kaishiryou2.pdf 
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③． 道路運送法施行規則等の一部改正 

道路運送法施行規則等は、令和５年４月１日に道路交通法とあわせて一部改正された。この

改正に伴い、「自動車運送事業者におけるＩＣＴを活用した新たな点呼（遠隔点呼・業務後自

動点呼）」及び「自動車運送事業者等におけるレベル４相当の自動運転車を活用した事業」が

実施できるようになった。具体的には、自動車運送事業者などが自動運転車を用いて事業を行

う際、講ずるべき輸送の安全確保に関する措置や実施すべき手続きなどが規定された。 

 

A． 遠隔点呼・自動点呼関係 

自動運転とは直接的に関係はないが、遠隔点呼、自動点呼など運行管理業務を一元化するこ

とによって、運転者の柔軟な配置が可能となり、人手不足の解消や経営の効率化等につながる

可能性があり、自動運行従業者も該当する。国土交通省での遠隔点呼、自動点呼の検討状況を

踏まえ、令和６年４月以降、営業所、車庫以外で遠隔点呼、業務後自動点呼が実施可能となる

よう告示が改正される。主な改正事項は以下のとおりである。 

 点呼実施場所を事前に定めること及び場所の記録を求める。 

 事前に定めた場所において点呼を実施していることの確認を求める。 

 営業所、車庫以外で実施する場合においても、なりすまし防止、アルコール検知器の不

正使用防止のため、監視カメラの設置などを求める。 

 営業所・車庫以外で業務後自動点呼を実施する場合においては、その様子を静止画又は

動画で記録し、業務後点呼実施後にその記録を通じて点呼の様子を事後に確認するか、

運行管理者等がその様子を常時確認することを求める。 

 

B． 自動運転関係 

運転者がいない状態での自動運転である特定自動運行の許可制度の創設等を内容とする道路

交通法の一部を改正する法律が成立したことを踏まえ、『自動運転車を用いた自動車運送事業

における輸送の安全確保等に関する検討会（国土交通省）』は、旅客/貨物自動車運送事業者が、

従来と同等の輸送の安全等を確保しつつ、自動運転車を用いて事業を行うことを可能とするた

めに具体的に講ずべき事項等について検討を行い、下記の考え方をとりまとめた。 

 

【基本的な考え方①】運転者が存在する場合と同等の輸送の安全等の確保 

 運転者が不在となる自動運転車を用いた自動車運送事業においても、これまで運転者が

担っていた運転操作以外の業務を確実に実施し、運転者が存在する場合と同等の輸送の

安全等を確保する。 

 運転操作以外の業務は、「自動運行従事者（仮）」が実施する。 

 自動運行従事者が遠隔で業務を行う場合には、遠隔地での業務に必要な設備（車室内外

の状況を確認できるカメラやセンサー等）の設置等を求める。 
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出典：自動運転車を用いた自動車運送事業における輸送の安全確保等に関する検討会 報告書（国土交通省） 

https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001582761.pdf 

図 運転者が担っていた業務の役割分担イメージ 

 

【基本的な考え方②】事業の形態によらない運送事業者の責任 

 運送事業者が、運行状態の監視業務や非常時の対応業務等を契約により外部の者に実施

させることとする場合においても、運送事業者の責任の下、関係者の責務や役割分担を

明確にした上で、従前と同等の輸送の安全等を確保する。 

 運送事業者が事業用自動車の運行に関する状況を適切に把握・判断し、必要な指示を行

える体制・設備を整備する。 

 

 

出典：自動運転車を用いた自動車運送事業における輸送の安全確保等に関する検討会 報告書（国土交通省） 

図 運送事業者からの監視業務等の委託イメージ 
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④． 道路法等一部改正 

令和２年 11 月 27 日に、道路法等が一部改正され、自動運転車の運行を補助する施設（磁気

マーカ等）を道路附属物に「自動運行補助施設」として位置づけられた（民間事業者の場合は

占用物件とする）。 

また、「自動運行補助施設に必要な性能等」に加え、「その他、必要な事項」として、自動

運行補助施設を設置した場合に公示すること及びその内容が省令に規定された。 

 

 

出典：令和２年改正道路法の施行について（国土交通省） 

https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001375675.pdf 
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(4) まとめ及び今後の検討課題 

次世代型バス輸送システムについて、新たなモデルルートの検討や実用化に当たっての最新技

術動向の整理、法令・制度の確立状況等の調査検討を行った。 

新たなモデルルートの検討では、沖縄本島中南部地域の支線軸に焦点を当て、路線計画や運行

計画、概算事業費の算出等を行った。特に、キロ当たりの概算事業費は、約 14億円/km～約 15億

円/kmとなり、鉄軌道と比較すると 1/6以下であることが明らかとなった。ただし、バス専用車線

の設置により片側１車線ずつ車線が減少し、朝夕ピーク時の道路混雑がさらに増大する可能性が

あるため、次世代型バス輸送システムへの転換誘導など、道路混雑を抑制するソフト施策も併せ

て実施する必要がある。 

実用化に当たっての最新技術動向の整理では、東広島市・ＪＲ西日本などの事例を整理したが、

バスの隊列走行には、信号現示の認識精度 100％化、GNSS 機能不全箇所への対応、路上駐車の回

避など克服すべき課題が多様であることが明らかとなった。 

法令・制度の確立状況等の調査では、自動運転全般に焦点を当て、現時点における自動運転に

関わる法令や制度、基準等の確立状況について調査し整理を行った。これまで、自動運転レベル

４の実現に向けて改正が行われてきたが、現時点では自動運転車（バス含む）を使ったレベル４

の移動サービスの社会実装を見越したものであり、自家用自動車（バス含む）での実施には至っ

ていない。このため、自家用自動車（バス含む）のレベル４の解禁やレベル５の実現に向けて、

引き続き、法令や制度、基準等の改正の動向を注視していく必要がある。また、自動運転をはじ

めとして、道路構造や信号保安システム等の検討・開発状況についても、名古屋ガイドウェイバ

スの磁気誘導による自動運転化や横浜市のバスによる新たな輸送システムなど、先行する案件の

動向も踏まえて、検討の深度化を図る必要がある。 
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2.5  令和５年度調査のまとめ 

 令和５年度調査の検討結果 

令和５年度調査では、過年度調査の成果や現地視察を踏まえつつ、モデルルートや交通システム、

駅位置等を精査するとともに、近年の物価変動等を踏まえた概算事業費の精査を実施した。特に、

令和４年度調査においてＢ／Ｃが最大となったＨＳＳＴ（磁気浮上方式）については、駅数削減及

び那覇～名護ルートの検討も実施した。また、令和４年度調査にて検討した次世代型バス輸送シス

テムについて、新たなモデルルートの検討や実用化に当たっての最新技術動向の整理、法令・制度

の確立状況等の調査検討を行った。 

 
(1) 最近の物価等を踏まえた概算事業費の精査 

概算事業費については、最近の建設工事費デフレーターや土地価格の変動率等を鑑み、そのう

ち変動率が大きい用地費について精査を行った。概算事業費（令和５年度価格）は、約 7,070 億

円～約 1 兆 1,050 億円に増加しており、いずれにおいても令和４年度価格に比べて、約 0.3％～

0.4％の上昇した。 

 

(2) ＨＳＳＴの駅数削減及び那覇～名護の検討 

削減駅の候補については、単純に需要量だけでなく、駅の構造形式、まちづくりや再開発の動

向、公共施設や集客施設等の立地、交通結節点などの拠点性、速達性の向上、駅間距離、路線バ

スによる補完可能性、フィーダー交通等の観点から総合的に判断し６駅を候補とした。概算事業

費が約 6,900 億円となり、基本ケース（駅数削減前）の約 7,070億円と比較して、約 170億円（約

2.4％）低減した。第４章で詳述するが、６駅削減によるコスト縮減効果に見合った便益が得られ

ないため、Ｂ／Ｃを悪化させることが明らかとなった。なお、今年度の駅数削減策については、

多様な削減案がある中において、あくまで一つの案として検討を行ったものであり、今後、感度

分析を実施し、全体コストや事業採算性、Ｂ／Ｃ等の観点から、最適な駅数や駅位置等、検討し

ていく必要がある。 

那覇～名護の検討については、那覇空港から名護への直達性、利便性等を考慮して、空港接続

線（支線）の整備を前提とし、コスト縮減の観点から駅数を削減するものとした。那覇～名護の

概算事業費は、約 5,730億円となり、スマート・リニアメトロと比較して約 190億円（約 3.2％）

低減した。 

 

(3) 架線式蓄電池電車の可能性検討 

 鉄軌道を非電化で整備することによって、電化路線に比べてトンネル断面が縮小となり、土木

工事費が縮減できるだけでなく、電車線設備や変電設備等の電気設備の低減にもつながる。この

ため、非電化路線で導入された最新技術車両の導入事例について整理を行った。 

現在検討中の沖縄本島の鉄軌道路線は地下トンネル区間を有しているため、車両や地下駅、地

下トンネル等において相応の火災対策が求められる。ハイブリッド電車は、可燃性燃料として軽

油を積載しており、かつ発電時にディーゼルエンジンから排気ガスが発生するため、水素燃料電

池電車は、水素燃料の漏洩及び引火爆発の危険性があるため、地下トンネル内への導入は困難で

あると考えられる。このため、今年度においては、架線式蓄電池電車を想定して、その可能性に

ついて検討を行うものとした。架線式蓄電池電車の概算事業費は、約 7,780 億円となり、基本ケ
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ース（普通鉄道・部分単線案）の約 8,290 億円と比較して、約 510億円（約 6.1％）低減した。し

かしながら、特に中南部地域においては急勾配区間が複数あるため、現在の蓄電池の性能では、

電車の停車時や下り急こう配区間の制動時における回生電力を蓄電池に貯めたとしても、電力容

量の面で厳しい側面がある。一方で、蓄電池については、これまで主流であったリチウムイオン

電池から全固体電池へとシフトしていくものと考えられ、近い将来に全固体電池が量産化される

予定であり、その性能によっては全線非電化とすることも視野に入れて引き続き検討を行ってい

く必要がある。 

 

(4) 次世代型バス輸送システムの検討 

新たなモデルルートの検討では、沖縄本島中南部地域の支線軸に焦点を当て、路線計画や運行

計画、概算事業費の算出等を行った。特に、キロ当たりの概算事業費は、約 14億円/km～約 15億

円/kmとなり、鉄軌道と比較すると 1/6以下であることが明らかとなった。ただし、バス専用車線

の設置により片側１車線ずつ車線が減少し、朝夕ピーク時の道路混雑がさらに増大する可能性が

あるため、次世代型バス輸送システムへの転換誘導など、道路混雑を抑制するソフト施策も併せ

て実施する必要がある。 

実用化に当たっての最新技術動向の整理では、東広島市・ＪＲ西日本などの事例を整理したが、

バスの隊列走行には、信号現示の認識精度 100％化、GNSS 機能不全箇所への対応、路上駐車の回

避など克服すべき課題が多様であることが明らかとなった。 

法令・制度の確立状況等の調査では、自動運転全般に焦点を当て、現時点における自動運転に

関わる法令や制度、基準等の確立状況について調査し整理を行った。これまで、自動運転レベル

４の実現に向けて改正が行われてきたが、現時点では自動運転車（バス含む）を使ったレベル４

の移動サービスの社会実装を見越したものであり、自家用自動車（バス含む）での実施には至っ

ていない。このため、自家用自動車（バス含む）のレベル４の解禁やレベル５の実現に向けて、

引き続き、法令や制度、基準等の改正の動向を注視していく必要がある。また、自動運転をはじ

めとして、道路構造や信号保安システム等の検討・開発状況についても、名古屋ガイドウェイバ

スの磁気誘導による自動運転化や横浜市のバスによる新たな輸送システムなど、先行する案件の

動向も踏まえて、検討の深度化を図る必要がある。 

 

 今後の検討課題 

(1) モデルルートや整備区間、駅位置等の最適化の検討 

令和３年度調査以前では糸満市～名護市を想定して検討を行ってきたが、沖縄振興計画で「那

覇から名護を１時間で結ぶ速達性、定時性等の機能を備えた鉄軌道を含む新たな公共交通システ

ムの導入に取り組む」と明記されたことや沖縄県調査等を踏まえ、令和４年度調査では那覇市～

名護市のルート（宜野湾市・沖縄市・うるま市・恩納村を経由したルート）についても検討を行

い、Ｂ／Ｃや累積損益収支を試算した。 

一方、沖縄県調査においては那覇市から北谷町を経由して名護市まで至るルートとしているこ

とも踏まえ、引き続き、モデルルートや整備区間、駅位置等について複数案検討を行い、最適化

を図っていくことが重要である。 
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(2) 概算事業費の精査 

概算事業費については、平成 29 年度調査において実施した、検討精度の向上にあわせて、単価

×数量による積み上げ方式によって算出を行った。平成 30年度調査以降については、建設工事費

デフレーターや土地価格の変動率等を考慮して、概算事業費の精査を行ってきた。しかしながら、

土木費や軌道費、建築費、電気費等については一律の変動率を乗じており、昨今の労務費や資材

価格の高騰などが十分に反映できていない。また、用地費についても沖縄県全用途一律の変動率

を乗じており、市町村や用途地域などの格差が反映できていない。このため、工事単価や用地単

価等、実態に即していない費目については、平成 29年度調査と同様に、最新単価×数量による積

み上げ方式で算出することが必要である。 

 

(3) 運行形態の見直し 

過年度調査では、ＨＳＳＴ等の小型システムは、糸満市役所～名護、那覇空港～うるま具志川、

豊見城～普天間飛行場の３つの運行系統を設定しており、那覇空港から名護に直通する列車運行

は想定していない。このため、那覇空港駅利用者はうるま具志川以北に行くためには、旭橋駅や

うるま具志川駅等で乗換えが必要となっている。また、空港接続線の線路構造は、旭橋駅でポイ

ントを通過するため速度制限を受けるとともに、単線整備のため自由な運行ダイヤを設定するこ

とは困難である。 

那覇空港駅利用者の利便性向上に資する観点から、那覇空港から名護に直通する列車運行を基

本とした運行系統の見直しについて、線路構造とあわせて検討することも重要である。 

 

(4) 次世代型バス輸送システムの検討の深度化 

次世代型バス輸送システムのモデルルートについては、沖縄本島中南部地域の支線軸を想定し

て検討を行ったが、幹線骨格軸や他の支線軸など、例えば、沖縄自動車道を一部活用したルート

（ケース４）や那覇空港から糸満方面へのルートなどへの適用も考えられる。 

また、高架構造等のバス専用道やバス専用レーン、一般車との混在区間など運行形態ごとに、

技術開発や法令・制度改正、適用基準等が異なってくるため、引き続き、技術面や法令・制度面

等の動向を踏まえつつ、モデルルートの検討を行っていく必要がある。 

 
(5) 車両基地計画の深度化 

車両基地は鉄軌道事業を行う上で必須な施設であり、これまで、普天間飛行場付近に設置する

ことを想定しているが、その車両基地の具体的な検討を行っていない。このため、車両基地位置

の検討に加えて、車両基地計画（留置線、検査線、洗浄線、試走線、入出庫線、建物等）を行い、

用地費や工事費等の算出を行い、概算事業費の精度向上を図る必要がある。 

 
(6) カーボンニュートラル実現に向けた検討 

2050年のカーボンニュートラルはわが国として必達目標であり、鉄軌道分野においても、再生

可能エネルギーや水素などを活用した公共交通システムの開発が必要と考えられる。また、新た

に整備される鉄軌道に関しては、周辺開発との一体的な整備により、トータルでカーボンニュー

トラルを達成することが望まれる。 

グリーンインフラは、米国で発案された社会資本整備手法で、自然環境が有する多様な機能を
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インフラ整備に活用するという考え方を基本としており、近年欧米を中心に取組が進められてい

る。このグリーンインフラの概念を踏まえ、鉄軌道の整備や周辺開発等について、様々な視点を

盛り込み、鉄軌道の整備計画案を立案していく必要がある。  
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2.6  過年度・今年度調査結果一覧 

 
表 コスト縮減方策等の検討結果概要（鉄道 その１） 

調査 
年次 

コスト縮減方策 ケース ルート 

概算事業費 

コスト縮減方策 縮減額 
（縮減率） 適用前 適用後 

平
成
24
年
度
調
査 

部分単線化 

ケース１ うるま・パイプライン 8,500 億円 7,500 億円 
▲1,000 億円 
（▲12％） 

ケース２ うるま・国道 330 号 8,700 億円 7,700 億円 
▲1,000 億円 
（▲11％） 

小型システム（鉄輪リニア） ケース１ うるま・パイプライン 8,500 億円 7,300 億円 
▲1,200 億円 
（▲14％） 

沖縄自動車道の活用 ケース６ 沖縄自動車道 － 6,100 億円 － 

構造変更や基地跡地活用 ケース７ うるま・国道 58 号 － 7,700 億円 － 

平
成
25
年
度
調
査 

最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

ケース１ うるま・パイプライン 8,500 億円 7,700 億円＊1 
▲800 億円 
（▲９％） 

ケース２ うるま・国道 330 号 8,700 億円 7,900 億円＊1 
▲800 億円 
（▲９％） 

ケース７ うるま・国道 58 号 7,700 億円 7,000 億円＊1 
▲700 億円 
（▲９％） 

小型システム 
（スマート・リニアメトロ） 

ケース１ うるま・パイプライン 8,500 億円 7,200 億円 
▲1,300 億円 
（▲15％） 

地下区間
から地上
区間への
構造変更 

名護付近の構造変更 ケース１ うるま・パイプライン 7,700 億円＊1 7,500 億円＊1 
▲200 億円 
（▲３％） 

空港接続線の構造変更 ケース５ 
うるま・パイプライン 
＋空港接続線 

8,300 億円＊1 

［600 億円＊1］ 
8,100 億円＊1 

［400 億円＊1］ 
▲200 億円＊2 
（▲33％＊2） 

コスト縮
減方策の
組合せ 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（スマート・リニアメトロ） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

（名護付近の構造変更） 

ケース１ うるま・パイプライン 8,500 億円 
6,000 億円 

＊1,＊3 
▲2,500 億円 
（▲29％） 

平
成
26
年
度
調
査 

ルート等の見直し 
ケース２ うるま・国道 330 号 7,900 億円＊1 

7,600 億円 
＊1,＊3 

▲300 億円 
（▲４％） 

ケース７ うるま・国道 58 号 7,000 億円＊1 
6,600 億円 

＊1,＊3 
▲400 億円 
（▲６％） 

コスト縮
減方策の
組合せ 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（スマート・リニアメトロ） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

（名護付近の構造変更、 
空港接続線の構造変更） 

・ ルート等の見直し 

ケース２ 

うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 

－ 
6,400 億円 

＊1,＊3 

［400 億円＊1,＊3］ 
－ 

うるま・国道 330 号 7,900 億円＊1 
6,000 億円 

＊1,＊3 
▲1,900 億円 
（▲24％） 

＊１：最新技術の採用によるコスト縮減を考慮した金額である。 

＊２：空港接続線のみの概算事業費の縮減額及び縮減率である。 

＊３：平成 25 年度調査の地下区間から地上区間への構造変更のうち、「名護付近の構造変更」を適用している。 

注１）概算事業費のうち、［ ］内の数値は、空港接続線の金額を示す。 

注２）概算事業費は、平成 23年度価格である。 

注３）概算事業費の欄にある「－」は、過年度調査に比較可能なルートがないためである。 

注４）上記は、各コスト縮減方策の代表的なケースの結果を示したものである。 
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表 コスト縮減方策等の検討結果概要（鉄道 その２） 

調査 
年次 

コスト縮減方策等 ケース ルート 

概算事業費 

新たなコスト縮減方策等 縮減額 
（縮減率） 適用前 適用後 

平
成
27
年
度
調
査 

最新技術の採用 
（地下駅のシールド切り開き工法） 

ケース２ 
うるま・国道 330 号 
（西海岸ルート） 

【7,600 億円＊１】 【7,500 億円＊１】 
【▲100 億円】 

【（▲１％）】 

地下区間から地上区間への構造変更
（浦添市役所～普天間飛行場） 

ケース２ 
うるま・国道 330 号 
（西海岸ルート） 

【7,600 億円＊１】 【7,400 億円＊１】 
【▲200 億円】 

【（▲３％）】 

コスト縮
減方策等
の組合せ 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法・地下駅の

シールド切り開き工法） 
・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（スマート・リニアメトロ） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 

ケース２ 
うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（西海岸ルート） 

7,100 億円＊１ 

【6,400 億円＊１】 

6,800 億円＊２ 

【6,150 億円＊２】 

▲300 億円 

（▲４％） 

【▲250 億円】 

【(▲４％)】 

平
成
28
年
度
調
査 

幹線骨格軸
（モデルルート）
の精査 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法・地下駅の

シールド切り開き工法） 
・ 地下区間から地上区間

への構造変更 
・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 

ケース９ 
うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（東海岸ルート） 

－ 
8,700 億円＊２ 

【7,900 億円＊２】 
－ 

支線軸の検討（ＬＲＴ） － 
支線④ 
（普天間～嘉手納） 

－ 
400 億円 

【360 億円】 
－ 

沖縄県特有の地質条件等を 
考慮したコスト 
（シールドトンネルから山岳トンネ
ル（ＮＡＴＭ）への構造変更） 

ケース２ 
うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（西海岸ルート） 

8,800 億円＊２ 

【8,000 億円＊２】 
－＊３ － 

ケース９ 
うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（東海岸ルート） 

8,700 億円＊２ 

【7,900 億円＊２】 
－＊３ － 

コスト縮
減方策等
の組合せ 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法・地下駅の

シールド切り開き工法） 
・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（スマート・リニアメトロ） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 

ケース２ 
うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 

6,800 億円＊２ 

【6,150 億円＊２】 

6,850 億円＊２ 

【6,200 億円＊２】 

＋50 億円 

（＋１％） 

【＋50 億円】 

【（＋１％）】 

＊１：平成 26 年度調査までに検討した最新技術の採用（ＳＥＮＳ工法）、地下区間から地上区間への構造変更（名護付

近の構造変更）、ルート等の見直しを考慮した金額である。 

＊２：＊１に加え、最新技術の採用（地下駅のシールド切り開き工法）、地下区間からの地上区間の構造変更（浦添市

役所～普天間飛行場）、沖縄特有の気候条件を考慮したコストを考慮した金額である。 

＊３：詳細な地質データが不足しており、精査が必要と考えられることを踏まえ、適用を見送った。 

注１）コスト縮減方策等の太文字・下線部分は、新たなコスト縮減方策等を示す。 

注２）【 】内の金額は、建設工事費デフレーター及び消費税率を考慮しない概算事業費を示している。 

注３）【 】なしの金額は、建設工事費デフレーターとして、平成 27 年度調査の適用前においては３％を、平成 27 年度

調査の適用後及び平成 28 年度調査においては４％を考慮し、いずれにおいても消費税率として８％を考慮した概

算事業費を示している。 

注４）コスト縮減方策等の組合せの概算事業費については、10 億円単位で示している。 

注５）概算事業費の欄にある「－」は、過年度調査に比較可能なルートがない場合、もしくは、コスト縮減方策等の検

討結果がない場合である。 

注６）上記は、各コスト縮減方策等の代表的なケースの結果を示したものである。  
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表 コスト縮減方策等の検討結果概要（鉄道 その３） 

調査 
年次 

コスト縮減方策等 ケース ルート 

概算事業費 

新たなコスト縮減方策等 縮減額 
（縮減率） 適用前 適用後 

平
成
29
年
度
調
査 

幹線骨格軸
（モデルルート）
の精査 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法・地下駅の

シールド切り開き工法） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 

ケース２ 

うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（西海岸ルート） 
〔全線複線案〕 

【8,120 億円】 8,060 億円  
▲60 億円 

▲１％ 

支線軸の
検討 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 

－ 

支線① 
（名護～沖縄美ら海
水族館） 
〔全線単線案〕 

[780 億円] 

（八重岳貫通ルート） 

970 億円 

（観光ルート） 

＋190 億円 

＋24％ 

コスト縮
減方策等
の組合せ 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（スマート・リニアメトロ） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 

ケース２ 
うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
〔部分単線案〕 

【6,380 億円＊】 6,270 億円  
▲110 億円 

▲２％ 

 ＊：最新技術の採用（地下駅のシールド切り開き工法）を考慮した金額である。 

注１）コスト縮減方策等の太文字・下線部分は、新たなコスト縮減方策等を示す。 

注２）[ ]内の金額は、平成 24 年度調査時に示した金額である。 

注３）【 】なしの金額は、平成 29 年度価格、消費税率を考慮しない概算事業費を示しており、【 】内の金額は、平成

28 年度価格、消費税率を考慮しない概算事業費を示している。 

注４）概算事業費については、10 億円単位（四捨五入）で示している。 

注５）上記は、各コスト縮減方策等の代表的なケースの結果を示したものである。 
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表 コスト縮減方策等の検討結果概要（鉄道 その４） 

調査 
年次 

コスト縮減方策等 ケース ルート 

概算事業費 

新たなコスト縮減方策等 縮減額 
（縮減率） 適用前 適用後 

平
成
30
年
度
調
査 

幹線骨格軸
（モデルルート）
の精査 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法・地下駅の

シールド切り開き工法） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 駅数低減 

ケース２ 

うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（西海岸ルート）
〔全線複線案〕 

8,060 億円 7,590 億円 
▲470 億円 

▲６％ 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法・地下駅の

シールド切り開き工法） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 大深度地下使用 

ケース２ 

うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（西海岸ルート） 
〔全線複線案〕 

8,060 億円 8,080 億円 
＋20 億円 

＋０％ 

支線軸の
検討 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 部分単線化 
・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 

－ 

支線① 
（名護～沖縄美ら海
水族館） 
〔全線単線案〕 

[780 億円] 

（八重岳貫通ルート） 

970 億円 

（海岸ルート） 

950 億円 

（今帰仁ルート） 

＋170 億円 

＋22％ 

▲20 億円 

▲２％ 

コスト縮
減方策等
の組合せ 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（スマート・リニアメトロ） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 駅数削減 

ケース２ 

うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（西海岸ルート） 
〔部分単線案〕 

6,270 億円 5,960 億円 
▲310 億円 

▲５％ 

注１）コスト縮減方策等の太文字・下線部分は、新たなコスト縮減方策等を示す。 

注２）[ ]内の金額は、平成 24 年度調査時に示した金額である。 

注３）[ ]なしの金額は、平成 29 年度価格、消費税率を考慮しない概算事業費を示している。 

注４）概算事業費については、10 億円単位（四捨五入）で示している。 

注５）上記は、各コスト縮減方策の代表的なケースの結果を示したものである。 
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表 コスト縮減方策等の検討結果概要（鉄道 その５） 

調査 
年次 

コスト縮減方策等 ケース ルート 

概算事業費 

新たなコスト縮減方策等 縮減額 
（縮減率） 適用前 適用後 

令
和
元
年
度
調
査 

幹線骨格軸
（モデルルート）
の精査 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法・地下駅のシ

ールド切り開き工法） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 

ケース２ 

うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔全線複線案〕 

【8,060 億円】 8,700 億円 
＋640 億円 

（＋８％） 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法・地下駅のシ

ールド切り開き工法） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 
・ 山岳トンネル（ＮＡＴ

Ｍ）への構造変更 

ケース２ 

うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔全線複線案〕 

8,700 億円 8,690 億円 
▲10 億円 

（▲0.1％） 

支線軸の
検討 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 部分単線化 
・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 

－ 
支線①（名護～ 
沖縄美ら海水族館） 
〔全線単線案〕 

【950 億円】 

（今帰仁ルート） 

1,120 億円 

（今帰仁ルート） 

※名桜大学経由 

＋170 億円 

（＋18％） 

注１）コスト縮減方策等の太文字・下線部分は、新たなコスト縮減方策等を示す。 

注２）【 】なしの金額は、令和元年度価格、建設工事費デフレーター等を考慮した概算事業費を示しており、【 】内

の金額は、平成 29 年度価格の概算事業費を示している。なお、どちらも消費税率は考慮していない。 

注３）概算事業費については、10 億円単位（四捨五入）で示している。 

注４）上記は、各コスト縮減方策等の代表的なケースの結果を示したものである。 
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表 コスト縮減方策等の検討結果概要（鉄道 その６） 

調査 
年次 

コスト縮減方策等 ケース ルート 

概算事業費 

新たなコスト縮減方策等 縮減額 
（縮減率） 適用前 適用後 

令
和
元
年
度
調
査 

コスト縮
減方策等
の組合せ 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（スマート・リニアメトロ） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 

ケース２ 

うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

【6,270 億円】 6,760 億円 
＋490 億円 

（＋８％） 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（高速ＡＧＴ） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 

ケース７ 

うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

－ 6,680 億円 － 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（ＨＳＳＴ） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 

ケース７ 

うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

－ 6,350 億円 － 

注１）コスト縮減方策等の太文字・下線部分は、新たなコスト縮減方策等を示す。 

注２）【 】なしの金額は、令和元年度価格、建設工事費デフレーター等を考慮した概算事業費を示しており、【 】内

の金額は、平成 29 年度価格の概算事業費を示している。なお、どちらも消費税率は考慮していない。 

注３）概算事業費については、10 億円単位（四捨五入）で示している。 

注４）概算事業費の欄にある「－」は、過年度調査に比較可能な検討ケースがない場合である。 

注５）上記は、各コスト縮減方策等の代表的なケースの結果を示したものである。  
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表 コスト縮減方策等の検討結果概要（鉄道 その７） 

調査 
年次 

コスト縮減方策等 ケース ルート 

概算事業費 

新たなコスト縮減方策等 縮減額 
（縮減率） 適用前 適用後 

令
和
２
年
度
調
査 

幹線骨格軸
（モデルルート）
の精査 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法・地下駅の

シールド切り開き工法） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 
・ 駅施設規模の精査 

ケース２ 

うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔全線複線案〕 

8,700 億円 8,640 億円 
▲60 億円 

（▲１％） 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法・地下駅の

シールド切り開き工法） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 
・ 許田地区・名護間代替

ルート 

ケース２ 

うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔全線複線案〕 

8,700 億円 8,700 億円 
±０億円 

（±０％） 

コスト縮
減方策等
の組合せ 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（粘着駆動方式小型鉄道） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 

ケース２ 

うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

－ 6,840 億円 － 

注１）コスト縮減方策等の太文字・下線部分は、新たなコスト縮減方策等を示す。 

注２）金額は、令和元年度価格の概算事業費を示している。なお、消費税率は考慮していない。 

注３）概算事業費については、10 億円単位（四捨五入）で示している。 

注４）概算事業費の欄にある「－」は、過年度調査に比較可能な検討ケースがない場合である。 

注５）上記は、各コスト縮減方策等の代表的なケースの結果を示したものである。 
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表 コスト縮減方策等の検討結果概要（鉄道 その８） 

調査 
年次 

コスト縮減方策等 ケース ルート 

概算事業費 

新たなコスト縮減方策等 縮減額 
（縮減率） 適用前 適用後 

令
和
２
年
度
調
査 

コスト縮
減方策等
の組合せ 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（スマート・リニアメトロ） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 

ケース２ 

うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

6,760 億円 － － 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（高速ＡＧＴ） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 

ケース７ 

うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

6,680 億円 － － 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（ＨＳＳＴ） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 

ケース７ 

うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

6,350 億円 － － 

注１）コスト縮減方策等の太文字・下線部分は、新たなコスト縮減方策等を示す。 

注２）金額は、令和元年度価格の概算事業費を示している。なお、消費税率は考慮していない。 

注３）概算事業費については、10 億円単位（四捨五入）で示している。 

注４）概算事業費の欄にある「－」は、新たなコスト縮減方策等の検討結果がない場合である。 

注５）上記は、各コスト縮減方策等の代表的なケースの結果を示したものである。 
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表 コスト縮減方策等の検討結果概要（鉄道 その９） 

調査 
年次 

コスト縮減方策等 ケース ルート 

概算事業費 

新たなコスト縮減方策等 縮減額 
（縮減率） 適用前 適用後 

令
和
３
年
度
調
査 

幹線骨格軸
（モデルルート）
の精査 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法・地下駅の

シールド切り開き工法） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 
・ ＣＢＴＣの採用 

ケース２ 

うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔全線複線案〕 

【8,700 億円】 9,090 億円 
＋390 億円 

（＋４％） 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法・地下駅の

シールド切り開き工法） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 支線①追加整備 
・ 概算事業費等の精査 
・ ＣＢＴＣの採用 

ケース２ 

うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔全線複線案〕 
＋支線①［単線案］ 

【9,820 億円】 10,250 億円 
＋430 億円 

（＋４％） 

コスト縮
減方策等
の組合せ 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（スマート・リニアメトロ） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 
・ ＣＢＴＣの採用 

ケース２ 

うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

【6,760 億円】 7,130 億円 
＋370 億円 

（＋５％） 

注１）コスト縮減方策等の太文字・下線部分は、新たなコスト縮減方策等を示す。 

注２）【 】なしの金額は、令和３年度価格、建設工事費デフレーター等を考慮した概算事業費を示しており、【 】内

の金額は、令和元年度価格の概算事業費を示している。なお、どちらも消費税率は考慮していない。 

注３）概算事業費については、10 億円単位（四捨五入）で示している。 

注４）上記は、各コスト縮減方策等の代表的なケースの結果を示したものである。 
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表 コスト縮減方策等の検討結果概要（鉄道 その 10） 

調査 
年次 

コスト縮減方策等 ケース ルート 

概算事業費 

新たなコスト縮減方策等 縮減額 
（縮減率） 適用前 適用後 

令
和
３
年
度
調
査 

コスト縮
減方策等
の組合せ 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（粘着駆動方式小型鉄道） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 
・ ＣＢＴＣの採用 

ケース２ 

うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

【6,840 億円】 7,080 億円 
＋240 億円 

（＋４％） 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（高速ＡＧＴ） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 
・ ＣＢＴＣの採用 

ケース７ 

うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

【6,680 億円】 6,980 億円 
＋300 億円 

（＋４％） 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（ＨＳＳＴ） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 
・ ＣＢＴＣの採用 

ケース７ 

うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

【6,350 億円】 6,560 億円 
＋210 億円 

（＋３％） 

注１）コスト縮減方策等の太文字・下線部分は、新たなコスト縮減方策等を示す。 

注２）【 】なしの金額は、令和３年度価格、建設工事費デフレーター等を考慮した概算事業費を示しており、【 】内

の金額は、令和元年度価格の概算事業費を示している。なお、どちらも消費税率は考慮していない。 

注３）概算事業費については、10 億円単位（四捨五入）で示している。 

注４）上記は、各コスト縮減方策等の代表的なケースの結果を示したものである。 
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表 コスト縮減方策等の検討結果概要（鉄道 その 11） 

調査 
年次 

コスト縮減方策等 ケース ルート 

概算事業費 

新たなコスト縮減方策等 縮減額 
（縮減率） 適用前 適用後 

令
和
４
年
度
調
査 

（鉄軌道系） 
基本パターン 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法・地下駅の

シールド切り開き工法） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 
・ ＣＢＴＣの採用 

ケース２ 

うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔全線複線案〕 

【9,090 億円】 9,760 億円 
＋670 億円 

（＋７％） 

基本パターン 
（部分単線） 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法・地下駅の

シールド切り開き工法） 

・ 部分単線化 
・ 地下区間から地上区間

への構造変更 
・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 
・ ＣＢＴＣの採用 

ケース２ 

うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

【7,690 億円】 8,250 億円 
＋560 億円 

（＋７％） 

基本パターン 
（北部支線軸考慮） 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法・地下駅の

シールド切り開き工法） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 支線①追加整備 
・ 概算事業費等の精査 
・ ＣＢＴＣの採用 

ケース２ 

うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（恩納経由）〔複線案〕 
＋支線①〔単線案〕 

【10,250 億円】 11,010 億円 
＋760 億円 

（＋７％） 

注１）コスト縮減方策等の太文字・下線部分は、新たなコスト縮減方策等を示す。 

注２）【 】なしの金額は、令和４年度価格、建設工事費デフレーター等を考慮した概算事業費を示しており、【 】内

の金額は、令和３年度価格の概算事業費を示している。なお、どちらも消費税率は考慮していない。 

注３）概算事業費については、10 億円単位（四捨五入）で示している。 

注４）上記は、各コスト縮減方策等の代表的なケースの結果を示したものである。 
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表 コスト縮減方策等の検討結果概要（鉄道 その 12） 

調査 
年次 

コスト縮減方策等 ケース ルート 

概算事業費 

新たなコスト縮減方策等 縮減額 
（縮減率） 適用前 適用後 

令
和
４
年
度
調
査 

コスト縮
減方策等
の組合せ 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（スマート・リニアメトロ） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 
・ ＣＢＴＣの採用 

ケース２ 

うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

【7,130 億円】 7,650 億円 
＋520 億円 

（＋７％） 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（粘着駆動方式小型鉄道） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 
・ ＣＢＴＣの採用 

ケース２ 

うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

【7,080 億円】 7,590 億円 
＋510 億円 

（＋７％） 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（高速ＡＧＴ） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 
・ ＣＢＴＣの採用 

ケース７ 

うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

【6,980 億円】 7,500 億円 
＋520 億円 

（＋７％） 

注１）コスト縮減方策等の太文字・下線部分は、新たなコスト縮減方策等を示す。 

注２）【 】なしの金額は、令和４年度価格、建設工事費デフレーター等を考慮した概算事業費を示しており、【 】内

の金額は、令和３年度価格の概算事業費を示している。なお、どちらも消費税率は考慮していない。 

注３）概算事業費については、10 億円単位（四捨五入）で示している。 

注４）上記は、各コスト縮減方策等の代表的なケースの結果を示したものである。 
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表 コスト縮減方策等の検討結果概要（鉄道 その 13） 

調査 
年次 

コスト縮減方策等 ケース ルート 

概算事業費 

新たなコスト縮減方策等 縮減額 
（縮減率） 適用前 適用後 

令
和
４
年
度
調
査 

コスト縮
減方策等
の組合せ 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（ＨＳＳＴ） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 
・ ＣＢＴＣの採用 

ケース７ 

うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

【6,560 億円】 7,050 億円 
＋490 億円 

（＋７％） 

那覇～ 
名護 
ルート 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（スマート・リニアメトロ） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 
・ ＣＢＴＣの採用 

ケース 11 

那覇（旭橋）～名護 
うるま・国道 330 号 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

－ 5,900 億円 － 

注１）コスト縮減方策等の太文字・下線部分は、新たなコスト縮減方策等を示す。 

注２）【 】なしの金額は、令和４年度価格、建設工事費デフレーター等を考慮した概算事業費を示しており、【 】内

の金額は、令和３年度価格の概算事業費を示している。なお、どちらも消費税率は考慮していない。 

注３）概算事業費については、10 億円単位（四捨五入）で示している。 

注４）概算事業費の欄にある「－」は、過年度調査に比較可能な検討ケースがない場合である。 

注５）上記は、各コスト縮減方策等の代表的なケースの結果を示したものである。 
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表 コスト縮減方策等の検討結果概要（鉄道 その 14） 

調査 
年次 

コスト縮減方策等 ケース ルート 

概算事業費 

新たなコスト縮減方策等 縮減額 
（縮減率） 適用前 適用後 

令
和
５
年
度
調
査 

（鉄軌道系） 
基本パターン 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法・地下駅の

シールド切り開き工法） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 
・ ＣＢＴＣの採用 

ケース２ 

うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔全線複線案〕 

【9,760 億円】 9,800 億円 
＋40 億円 

（＋0.4％） 

基本パターン 
（部分単線） 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法・地下駅の

シールド切り開き工法） 

・ 部分単線化 
・ 地下区間から地上区間

への構造変更 
・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 
・ ＣＢＴＣの採用 

ケース２ 

うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

【8,250 億円】 8,290 億円 
＋40 億円 

（＋0.4％） 

基本パターン 
（北部支線軸考慮） 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法・地下駅の

シールド切り開き工法） 
・ 地下区間から地上区間

への構造変更 
・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 支線①追加整備 
・ 概算事業費等の精査 
・ ＣＢＴＣの採用 

ケース２ 

うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（恩納経由）〔複線案〕 
＋支線①〔単線案〕 

【11,010 億円】 11,050 億円 
＋40 億円 

（＋0.4％） 

注１）コスト縮減方策等の太文字・下線部分は、新たなコスト縮減方策等を示す。 

注２）【 】なしの金額は、令和５年度価格、土地価格の変動率を考慮した概算事業費を示しており、【 】内の金額

は、令和４年度価格の概算事業費を示している。なお、どちらも消費税率は考慮していない。 

注３）概算事業費については、10 億円単位（四捨五入）で示している。 

注４）上記は、各コスト縮減方策等の代表的なケースの結果を示したものである。 
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表 コスト縮減方策等の検討結果概要（鉄道 その 15） 

調査 
年次 

コスト縮減方策等 ケース ルート 

概算事業費 

新たなコスト縮減方策等 縮減額 
（縮減率） 適用前 適用後 

令
和
５
年
度
調
査 

コスト縮
減方策等
の組合せ 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（スマート・リニアメトロ） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 
・ ＣＢＴＣの採用 

ケース２ 

うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

【7,650 億円】 7,680 億円 
＋30 億円 

（＋0.4％） 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（粘着駆動方式小型鉄道） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 
・ ＣＢＴＣの採用 

ケース２ 

うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

【7,590 億円】 7,630 億円 
＋30 億円 

（＋0.4％） 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（高速ＡＧＴ） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 
・ ＣＢＴＣの採用 

ケース７ 

うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

【7,500 億円】 7,520 億円 
＋20 億円 

（＋0.3％） 

注１）コスト縮減方策等の太文字・下線部分は、新たなコスト縮減方策等を示す。 

注２）【 】なしの金額は、令和５年度価格、土地価格の変動率を考慮した概算事業費を示しており、【 】内の金額

は、令和４年度価格の概算事業費を示している。なお、どちらも消費税率は考慮していない。 

注３）概算事業費については、10 億円単位（四捨五入）で示している。 

注４）上記は、各コスト縮減方策等の代表的なケースの結果を示したものである。 
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表 コスト縮減方策等の検討結果概要（鉄道 その 16） 

調査 
年次 

コスト縮減方策等 ケース ルート 

概算事業費 

新たなコスト縮減方策等 縮減額 
（縮減率） 適用前 適用後 

令
和
５
年
度
調
査 

コスト縮
減方策等
の組合せ 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（ＨＳＳＴ） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 
・ ＣＢＴＣの採用 

ケース７ 

うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

【7,050 億円】 7,070 億円 
＋20 億円 

（＋0.3％） 

那覇～ 
名護 
ルート 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（ＨＳＳＴ） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 
・ ＣＢＴＣの採用 
・ 駅数削減 

ケース 12 

那覇（旭橋）～名護 
うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

－ 5,730 億円 － 

コスト縮
減方策等
の組合せ 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 小型システム 
（ＨＳＳＴ） 

・ 地下区間から地上区間
への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 
・ ＣＢＴＣの採用 
・ 駅数削減 

ケース７ 

うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

－ 6,900 億円 － 

注１）コスト縮減方策等の太文字・下線部分は、新たなコスト縮減方策等を示す。 

注２）【 】なしの金額は、令和５年度価格、土地価格の変動率を考慮した概算事業費を示しており、【 】内の金額

は、令和４年度価格の概算事業費を示している。なお、どちらも消費税率は考慮していない。 

注３）概算事業費については、10 億円単位（四捨五入）で示している。 

注４）概算事業費の欄にある「－」は、過年度調査に比較可能な検討ケースがない場合である。 

注５）上記は、各コスト縮減方策等の代表的なケースの結果を示したものである。 
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表 コスト縮減方策等の検討結果概要（鉄道 その 17） 

調査 
年次 

コスト縮減方策等 ケース ルート 

概算事業費 

新たなコスト縮減方策等 縮減額 
（縮減率） 適用前 適用後 

令

和

５

年

度

調

査 

コスト縮
減方策等
の組合せ 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 架線式蓄電池電車 
・ 地下区間から地上区間

への構造変更 
・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 
・ 駅施設等の安全方策等 
・ 概算事業費等の精査 
・ ＣＢＴＣの採用 

ケース２ 

うるま・国道 330 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

－ 7,780 億円 － 

注１）コスト縮減方策等の太文字・下線部分は、新たなコスト縮減方策等を示す。 

注２）【 】なしの金額は、令和５年度価格、土地価格の変動率を考慮した概算事業費を示しており、【 】内の金額

は、令和４年度価格の概算事業費を示している。なお、どちらも消費税率は考慮していない。 

注３）概算事業費については、10 億円単位（四捨五入）で示している。 

注４）概算事業費の欄にある「－」は、過年度調査に比較可能な検討ケースがない場合である。 

注５）上記は、各コスト縮減方策等の代表的なケースの結果を示したものである。 
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表 コスト縮減方策等の検討結果概要（トラムトレイン その１） 

調査 
年次 

コスト縮減方策 ケース ルート 

概算事業費 

コスト縮減方策 縮減額 
（縮減率） 適用前 適用後 

平
成
24
年
度
調
査 

部分単線化 

ケース１ うるま・パイプライン 5,500 億円 4,600 億円 
▲900 億円 
（▲16％） 

ケース２ うるま・国道 330 号 5,500 億円 4,700 億円 
▲800 億円 
（▲15％） 

施設の簡素化 ケース１ うるま・パイプライン 5,500 億円 5,000 億円 
▲500 億円 
（▲９％） 

沖縄自動車道の活用 ケース６ 沖縄自動車道 － 4,100 億円 － 

平
成
25
年
度
調
査 

最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

ケース１ うるま・パイプライン 5,500 億円 4,800 億円＊1 
▲700 億円 
（▲13％） 

ケース２ うるま・国道 330 号 5,500 億円 5,000 億円＊1 
▲500 億円 
（▲９％） 

ケース７ うるま・国道 58 号 － 4,200 億円＊1 － 

単線区間の拡大 

ケース１ うるま・パイプライン 4,800 億円＊1 3,700 億円＊1 
▲1,100 億円 
（▲23％） 

ケース２ うるま・国道 330 号 5,000 億円＊1 3,700 億円＊1 
▲1,300 億円 
（▲26％） 

ケース７ うるま・国道 58 号 4,200 億円＊1 2,900 億円＊1 
▲1,300 億円 
（▲31％） 

地下区間
から地上
区間への
構造変更 

支線①（名護～沖縄
美ら海水族館）の構
造変更 

ケース４ 
うるま・パイプライン 
＋支線① 

6,500 億円＊1 

［700 億円＊1］ 
6,000 億円＊1 

［200 億円＊1］ 
▲500 億円＊2 
（▲８％＊2） 

国道 58 号への地平
構造による導入 

ケース７ うるま・国道 58 号 － 4,200 億円＊1 － 

空港接続線の構造
変更 

ケース７ 
うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 

－ 
4,300 億円＊１ 

［100 億円＊1］ 
－ 

平
成
26
年
度
調
査 

ルート等の見直し 

ケース２ うるま・国道 330 号 5,000 億円＊1 4,900 億円＊1 
▲100 億円 
（▲２％） 

ケース７ うるま・国道 58 号 4,200 億円＊1 4,200 億円＊1 
▲60 億円＊3 
（▲１％＊3） 

コスト縮
減方策の
組合せ 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 単線区間の拡大 
・ 地下区間から地

上区間への構造
変更 

（国道 58号への地平

構造による導入、

空港接続線の構造

変更） 
・ ルート等の見直

し 

ケース７ 

うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 

－ 
2,900 億円＊1 

［100 億円＊1］ 
－ 

うるま・国道 58 号 
4,200 億円＊1 

【2,900 億円＊1】 
2,800 億円＊1 

 

▲1,400 億円 
（▲33％） 

【▲100 億円】 
【（▲３％）】 

＊１：最新技術の採用によるコスト縮減を考慮した金額である。 

＊２：支線のみの概算事業費の縮減額及び縮減率である。 

＊３：概算事業費の縮減額（縮減率）は、10 億円単位を四捨五入する前の数値である。 

注１）概算事業費のうち、［ ］内の数値は、支線又は空港接続線の金額を示す。 

注２）概算事業費のうち、【 】内の数値は、平成 25 年度調査のコスト縮減方策組合せ結果の金額、当該金額からの縮

減額及び縮減率を示す。 

注３）概算事業費は、平成 23年度価格である。 

注４）概算事業費の欄にある「－」は、過年度調査に比較可能なルートがないためである。 

注５）上記は、各コスト縮減方策の代表的なケースの結果を示したものである。 
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表 コスト縮減方策等の検討結果概要（トラムトレイン その２） 

調査 
年次 

コスト縮減方策等 ケース ルート 

概算事業費 

新たなコスト縮減方策等 縮減額 

（縮減率） 適用前 適用後 

平
成
27
年
度
調
査 

最新技術の採用 
（地下駅のシールド切り開き工法） 

ケース７ 
うるま・国道 58 号 
（西海岸ルート） 

【4,180 億円＊１】 【4,110 億円＊１】 
【▲70 億円】 

【（▲２％）】 

コスト縮
減方策等
の組合せ 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法・地下駅の
シールド切り開き工法） 

・ 単線区間の拡大 
・ 地下区間から地上区間

への構造変更 
・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 

ケース７ 
うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 
（西海岸ルート） 

3,170 億円＊１ 

【2,870 億円＊１】 

3,180 億円＊１ 

【2,910 億円＊１】 

＋10 億円 

（±０％） 

【＋40 億円】 

【（＋１％）】 

平
成
28
年
度
調
査 

幹線骨格軸
（モデルルート）
の精査 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法・地下駅の

シールド切り開き工法） 
・ 地下区間から地上区間

への構造変更 
・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 

ケース 10 
うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 
（東海岸ルート） 

－ 
4,690 億円＊１ 

【4,160 億円＊１】 
－ 

支線軸の検討（ＬＲＴ） － 
支線④ 
（普天間～嘉手納） 

－ 
 400 億円 

 【360 億円】 
－ 

沖縄県特有の地質条件等を 
考慮したコスト 
（シールドトンネルから 
山岳トンネル（ＮＡＴＭ）への構造
変更） 

ケース７ 
うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 
（西海岸ルート） 

4,730 億円＊１ 

【4,200 億円＊１】 
－＊２ － 

ケース 10 
うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 
（東海岸ルート） 

4,690 億円＊１ 

【4,160 億円＊１】 
－＊２ － 

コスト縮
減方策等
の組合せ 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法・地下駅の

シールド切り開き工法） 
・ 単線区間の拡大 
・ 地下区間から地上区間

への構造変更 
・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を

考慮したコスト 

ケース７ 
うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 
（西海岸ルート） 

3,180 億円＊１ 

【2,910 億円＊１】 
－ － 

＊１：最新技術の採用（ＳＥＮＳ工法・地下駅のシールド切り開き工法）、地下区間から地上区間への構造変更、ルート

等の見直し、沖縄特有の気候条件を考慮したコストを考慮した金額である。 

＊２：詳細な地質データが不足しており、精査が必要と考えられることを踏まえ、適用を見送った。 

注１）コスト縮減方策等の太文字・下線部分は、新たなコスト縮減方策等を示す。 

注２）【 】内の金額は、建設工事費デフレーター及び消費税率を考慮しない概算事業費を示している。 

注３）【 】なしの金額は、平成 27 年度調査の適用前においては３％を、平成 27 年度調査の適用後及び平成 28 年度調

査においては４％を考慮し、いずれにおいても消費税率として８％を考慮した概算事業費を示している。 

注４）概算事業費は、10 億円単位で示している。 

注５）概算事業費の欄にある「－」は、過年度調査に比較可能なルートがない場合、もしくは、コスト縮減方策等の検

討結果がない場合である。 

注６）上記は、各コスト縮減方策等の代表的なケースの結果を示したものである。 
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表 コスト縮減方策等の検討結果概要（トラムトレイン その３） 

調査 
年次 

コスト縮減方策等 ケース ルート 

概算事業費 

新たなコスト縮減方策等 縮減額 

（縮減率） 適用前 適用後 

平
成
29
年
度
調
査 

幹線骨格軸
（モデルルート）
の精査 

・ 検討精度の向上（縮尺 1/10,000） 
・ 最新技術の採用（ＳＥＮＳ工法） 
・ 地下区間から地上区間への構

造変更 
・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を考慮し

たコスト 

ケース７ 

うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 
（西海岸ルート） 

〔全線複線案〕 

[4,400 億円＊] 【4,290 億円】 
【▲110 億円】 

【▲３％】 

コスト縮
減方策等
の組合せ 

・ 検討精度の向上（縮尺 1/10,000） 
・ 最新技術の採用（ＳＥＮＳ工法） 
・ 部分単線化 
・ 地下区間から地上区間への構

造変更 
・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を考慮し

たコスト 

ケース７ 

うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 
（西海岸ルート） 
〔部分単線案〕 

【2,960 億円＊】 【3,000 億円】 
【＋40 億円】 

【＋１％】 

平
成
30
年
度
調
査 

幹線骨格軸
（モデルルート）
の精査 

・ 検討精度の向上（縮尺 1/10,000） 
・ 最新技術の採用（ＳＥＮＳ工法） 
・ 地下区間から地上区間への構

造変更 
・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を考慮し

たコスト 

ケース７ 

うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 
（西海岸ルート）
〔全線複線案〕 

【4,290 億円】 
【4,300 億円】 

（浦添西海岸ルート） 

【＋10 億円】 

【＋０％】 

コスト縮
減方策等
の組合せ 

・ 検討精度の向上（縮尺 1/10,000） 
・ 最新技術の採用（ＳＥＮＳ工法） 
・ 部分単線化 
・ 地下区間から地上区間への構

造変更 
・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を考慮し

たコスト 

ケース７ 

うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 
（西海岸ルート） 
〔部分単線案〕 

【3,000 億円】 － － 

令
和
元
年
度
調
査
・
令
和
２
年
度
調
査 

幹線骨格軸
（モデルルート）
の精査 

・ 検討精度の向上（縮尺 1/10,000） 
・ 最新技術の採用（ＳＥＮＳ工法） 
・ 地下区間から地上区間への構

造変更 
・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を考慮し

たコスト 
・ 概算事業費等の精査 

ケース７ 

うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔全線複線案〕 

【4,290 億円】 4,620 億円 
＋330 億円 

（＋８％） 

コスト縮
減方策等
の組合せ 

・ 検討精度の向上（縮尺 1/10,000） 
・ 最新技術の採用（ＳＥＮＳ工法） 
・ 部分単線化 
・ 地下区間から地上区間への構

造変更 
・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件を考慮し

たコスト 
・ 概算事業費等の精査 

ケース７ 

うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

【3,000 億円】 3,230 億円 
＋230 億円 

（＋８％） 

 ＊：最新技術の採用（地下駅のシールド切り開き工法）を考慮した金額である。 

注１）コスト縮減方策等の太文字・下線部分は、新たなコスト縮減方策等を示す。 

注２）【 】なしの金額は、令和元年度価格、[ ]内の金額は、平成 28 年度価格、【 】内の金額は、平成 29 年度価格

の概算事業費を示している。なお、いずれも消費税率は考慮していない。 

注３）概算事業費については、10 億円単位（四捨五入）で示している。 

注４）概算事業費の欄にある「－」は、コスト縮減方策等の検討結果がない場合である。 

注５）上記は、各コスト縮減方策等の代表的なケースの結果を示したものである。  
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表 コスト縮減方策等の検討結果概要（トラムトレイン その４） 

調査 
年次 

コスト縮減方策等 ケース ルート 

概算事業費 

新たなコスト縮減方策等 縮減額 

（縮減率） 適用前 適用後 

令
和
３
年
度
調
査 

幹線骨格軸
（モデルルート）
の精査 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 地下区間から地上区
間への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件

を考慮したコスト 
・ 概算事業費等の精査 

ケース７ 

うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔全線複線案〕 

【4,620 億円】 4,850 億円 
＋230 億円 

（＋５％） 

コスト縮
減方策等
の組合せ 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 地下区間から地上区

間への構造変更 
・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件

を考慮したコスト 
・ 概算事業費等の精査 

ケース７ 

うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

【3,230 億円】 3,400 億円 
＋170 億円 

（＋５％） 

注１）コスト縮減方策等の太文字・下線部分は、新たなコスト縮減方策等を示す。 

注２）【 】なしの金額は、令和３年度価格、建設工事費デフレーター等を考慮した概算事業費を示しており、【 】内

の金額は、令和元年度価格、建設工事費デフレーター等を考慮した概算事業費を示している。なお、どちらも消

費税率は考慮していない。 

注３）概算事業費については、10 億円単位（四捨五入）で示している。 

注４）概算事業費の欄にある「－」は、コスト縮減方策等の検討結果がない場合である。 

注５）上記は、各コスト縮減方策等の代表的なケースの結果を示したものである。 

表 コスト縮減方策等の検討結果概要（トラムトレイン その５） 

調査 
年次 

コスト縮減方策等 ケース ルート 

概算事業費 

新たなコスト縮減方策等 縮減額 

（縮減率） 適用前 適用後 

令
和
４
年
度
調
査 

（トラム） 
基本パターン 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 地下区間から地上区
間への構造変更 

・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件

を考慮したコスト 
・ 概算事業費等の精査 

ケース７ 

うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔全線複線案〕 

【4,850 億円】 5,210 億円 
＋360 億円 

（＋７％） 

コスト縮
減方策等
の組合せ 

・ 検討精度の向上 
（縮尺 1/10,000） 

・ 最新技術の採用 
（ＳＥＮＳ工法） 

・ 部分単線化 
・ 地下区間から地上区

間への構造変更 
・ ルート等の見直し 
・ 沖縄特有の気候条件

を考慮したコスト 
・ 概算事業費等の精査 

ケース７ 

うるま・国道 58 号 
＋空港接続線 
（恩納経由） 
〔部分単線案〕 

【3,400 億円】 3,650 億円 
＋250 億円 

（＋７％） 

注１）コスト縮減方策等の太文字・下線部分は、新たなコスト縮減方策等を示す。 

注２）【 】なしの金額は、令和４年度価格、建設工事費デフレーター等を考慮した概算事業費を示しており、【 】内

の金額は、令和３年度価格、建設工事費デフレーター等を考慮した概算事業費を示している。なお、どちらも消

費税率は考慮していない。 

注３）概算事業費については、10 億円単位（四捨五入）で示している。 

注４）上記は、各コスト縮減方策等の代表的なケースの結果を示したものである。 

注５）那覇～名護60分間以内を達成することは不可能なトラムトレインについては、令和５年度調査では検討対象外とした。 
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